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地球温暖化問題に対する
サスティナビリティサイエンスの研究動向
― IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題―
　IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が 2007 年 2 月から 5 月にかけて公表した第
四次評価報告書では、人為的起源の温室効果ガスによって地球温暖化が生じていると結
論付け、地球温暖化問題における主要な命題は「解明」から「対応」へと新たな局面を
迎えている。
　近年、欧米を中心に、新しい学際・融合的な学術分野である ｢ サスティナビリティサ
イエンス（Sustainability science）｣ を創成しようとする取り組みが活発化している。
サスティナビリティサイエンスとは、地球温暖化問題を始めとする人類の生存に関わる
様々な課題に対し、「持続可能性（サスティナビリティ）」という観点で解決を目指す。
地球温暖化問題のように人類の生存基盤全体を含む地球規模のスケールで発現する諸問
題を研究対象とし、自然科学と人文社会科学などの分野境界を超えた融合的アプローチ
が不可欠である。
　サスティナビリティサイエンスの概念を提唱した米国では、連邦政府、州政府、民間
など、多様な主体が資金を拠出し、大学を中心とする研究プログラムが多数進行している。
欧州では、英国、スウェーデン、オランダを中心に同様の研究プログラムが多数進行し
ている。一方、我が国では、2005 年に東京大学を始めとする国内 5 大学が中心となり、
サスティナビリティ学連携研究機構（IR3S）を発足させ協力 6 機関とともに、サスティ
ナビリティサイエンスに関わる連携フラッグシッププロジェクトを推進している。しか
し IPCC 評価報告書における日本人研究者の貢献や日本論文の全体比率を他国と比較す
ると、第 2 作業部会が対象とする影響・適応・脆弱性といった課題解決志向の融合分野
のプレセンスが十分でない。「第 3 期科学技術基本計画」では、環境分野が重点推進４分
野とされ、分野別推進戦略の中で「地球温暖化・エネルギー問題の克服」が重要課題と
されているものの、現時点でイニシアティブのような統合的な推進体制は開始されてい
ない。
　地球温暖化問題は、個別の事象や地域、技術の部分最適化では課題解決にはつながらず、
より広範な対象に対して、包括的な知識や統合的なアプローチを目指すサスティナビリ
ティサイエンスの発展が不可欠である。今後、日本において、サスティナビリティサイ
エンスを発展させるためには、①大学を中心とする課題解決型研究の推進と知の集積化
②民間活力の活用と多様なキャリアパスの確保③新たな研究イニシアティブを通じた国
際研究コミュニティでのプレゼンスの向上④国際世論をリードする途上国のベンチマー
クと国際共同研究ネットワーク構築⑤環境分野の国際協力事業に関する関連省庁の連携
強化、を提言する。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2008年 3月号

　 本文は p.24 へ
ナノテクノロジーの
社会受容に関する取り組み
　ナノテクノロジーは社会に多大な恩恵をもたらすエマージングテクノロジーとして期
待される反面、健康・環境へのリスクなど、社会的影響に対する懸念も少なくない。現
時点でリスクが顕在化したという勧告はないが、遺伝子組み換え作物の前例のように、
その潜在的リスクが研究開発関係者、リスクの専門家のみならず、市民の一部にも意識
されている。そのような背景で、ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組みには、
かつてのエマージングテクノロジーにはなかったような、研究開発側の積極的な参加が
認められる。
　ナノテクノロジーの社会的影響に関する課題は環境・健康・安全関連の課題と倫理・法・
社会関連の課題の二つに大別される。至近の最重要課題はナノマテリアルの健康・環境
リスク評価管理である。ナノマテリアルは一般に、代表寸法（粒径、断面径、膜厚など）
が 100nm 以下の工業生産された材料である。そのリスクを被る対象として、労働者（研
究者を含む）、消費者、環境の 3 つが挙げられる。中でも被ばくする可能性が最も高いの
は労働者であり、現在実施されているプロジェクトのほとんどが彼らの安全衛生を目的
としている。ナノマテリアルの管理においては、従来の化学物質管理と同様、ハザード（有
害性）ではなくリスクを管理する、ということが世界的に大前提となっている。ハザード
が大きい場合でも曝露を低減するように管理すればリスクを小さくできる、という考え
方である。現状ではリスク評価を行うための十分なデータが蓄積されておらず、規制な
どが確立されるまでの間は、現実的な安全衛生対策の中で最善のものを行う、ベストプ
ラクティスの実行が求められる。
　ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組みは米国で始まり、欧州、日本がそれに
続いている。リスク評価に関する国際協力の重要性も認識され、既存の国際機関の中で
議論が進められている。
　米国科学財団の Roco 氏は、将来のナノテクノロジーの潜在的リスクに関して、ナノ
テクノロジーを 4 つの世代に分け、おのおのに対応するリスクの状況を示した。第１世
代（2000 年以降）に対応するリスクには、不可避的に生体内、環境内に取り込まれるナノ
マテリアルのリスクが含まれ、評価管理体系は既存の化学物質評価管理体系をベースに
して構築が進められている。しかし第 2 世代以降（2005 年以降）のナノテクノロジーに
対応するリスクについては、リスク評価管理に関する議論が始まったばかりである。倫理・
法・社会関連の課題に関しては、人文社会科学者らによって実施されている、テクノロ
ジー・アセスメント、市民パネルなどを通して、課題が抽出・整理される段階にとどまっ
ている。
　日本では現在、ナノマテリアルリスク評価研究プロジェクトが精力的に推進されてい
る。しかし、2006 年度の科学技術振興調整費プロジェクトの終了以来、産学官および
NGO の間のコミュニケーションが核を失い、分散しつつあるようにも見える。このよう
な状況を改善するためには、第一に、ナノテクノロジーの社会受容に関する諸活動を持
続的に支援する拠点を確立すること、第二に、多様な国際討論に包括的戦略を持って臨
むことが必要であると考えられる。
科学技術動向
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	ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
　日本人の 3 大死因のうち、心疾患と脳血管疾患について、欧米では社会的な支え（social support；自分の周
囲に心身を支え安心させてくれる周囲の家族、友人や同僚などの存在）が少ないと心筋梗塞の発症や死亡のリ
スクが高くなるという研究結果が出ている。しかし、我が国ではこれまで社会的な支えとそれら疾患の発症・
死亡の関連についての調査報告はなかった。国立がんセンター の津金昌一郎氏を主任とする研究班は、日本人
においても、社会的な支えが少ないグループでは、支えが多いグループに比べて脳卒中による死亡リスクが高
く、この関連は男性でより顕著であることを明らかにした。脳卒中の発症については関連が見られなかったこ
とから、社会的な支えは脳卒中の予防よりも、脳卒中に罹った後の病状回復にとって重要であると考えられる。
トピックス1　社会的な支えと脳卒中の死亡リスクとの関連
参　考
1）Social Support and Stroke and Coronary Heart Disease. The JPHC Study Cohorts II. Stroke (American 
heart association). Published online on January 31, 2008:http://stroke.ahajournals.org/cgi/content/abstract/
STROKEAHA.107.496695v1
2） 社会的な支えと循環器疾患の発症・死亡リスクとの関連  - 概要 - 、- 厚生労働省研究班「多目的コホート研究（JPHC
研究）」からの成果‐: http://epi.ncc.go.jp/jphc/outcome/63/social_circulatory.html
　日本人の 3 大死因である、がん・心疾患・脳血
管疾患、および糖尿病などの成人病は、食事・運動・
喫煙・飲酒などの生活習慣と大きな関わりを持つ
ことが知られている。これらの疾病は生活習慣を
改善することによって、ある程度未然に防ぐこと
が可能であると考えられてきた。一方、欧米では、
社会的な支え（social support；自分の周囲に心身
を支え安心させてくれる周囲の家族、友人や同僚
などの存在）が少ない場合にも、虚血性心疾患の
一つである心筋梗塞の発症や死亡のリスクが高く
なるという研究結果が出されている。しかし日本
においては、これまで、社会的な支えと、心疾患
や脳血管疾患の発症・死亡の関連についての調査
報告はなかった。 
　国立がんセンターの津金昌一郎氏を主任とする、
厚生労働省がん研究助成金による指定研究班は、
「多目的コホート注）に基づくがん予防など健康の
維持・増進に役立つエビデンスの構築に関する研
究」の一端として、日本人における社会的な支え
と脳卒中による死亡リスクとの関連を初めて明ら
かにし、2008 年 1 月 31 日付けの米心臓学会誌
Stroke に論文発表するとともに、同研究班の HP
において 2 月 6 日付けで研究成果を発表した 1、2）。
　研究班は、1993 年に茨城県、新潟県、高知県、
長崎県、沖縄県の 5 保健所管内に在住していた 40
～ 59 歳の男女約 4 万 4,000 人を対象にして、は
じめに社会的な支えに関するアンケートを実施し
た。その内容は①心が落ち着き安心できる人の有
無、②週 1 回以上話す友人の人数、③行動や考え
に賛成して支持してくれる人の有無、④秘密を打
ち明けることのできる人の有無、である。回答を
点数化し、社会的な支えの程度別に、「とても多い」、
「多い」、「ふつう」「少ない」の 4 グループに分け
た。その後、2003 年までの約 10 年間にわたり、
脳卒中と心筋梗塞の発症・死亡数の追跡調査を行
い、そのリスクをグループ間で比較し、社会的な
支えとそれら疾病との関連を調べた。
　調査期間中、1057 人が脳卒中に罹り、327 人
が死亡した。また、心筋梗塞では 301 人の発症と
191 人の死亡が確認された。これらの数値と、上
記の 4 グループとの関連を分析したところ、脳卒
中による死亡リスクについては、社会的な支えの
「とても多い」グループに比べると、「少ない」グルー
プでは男女計では 1.5 倍、男性では 1.6 倍、女性
では 1.3 倍ほど高いという結果が得られた。一方、
脳卒中の発症、心筋梗塞の発症および死亡につい
ては、社会的な支えとの関連は見られなかった。
　この結果より、社会的な支えが少ないグループ
では、社会的な支えが多いグループに比べて脳卒
中による死亡リスクが高く、この関連は男性でよ
り顕著であることが明らかになった。しかし、社
会的な支えの低さと脳卒中の発症リスクとの間に
は関連が無かったことから、社会的な支えは脳卒
中の予防よりも、脳卒中に罹った後の病状回復に
とって重要であると考えられる。今回の研究結果
から、核家族化・高齢化が進行する日本の社会に
おいて、孤立しないように発病者を支えてくれる
身近な人の存在の重要性が改めて示された。
注　多目的コホート：当研究の場合、さまざまな
疾病の原因究明と、それぞれの疾病に対する有効
な予防法の開発を目的として設定された、研究対
象である集団（コホート）を指す。
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　2007 年 12 月 28 日、回路シミュレーション用
トランジスタモデルの国際標準化機関である CMC
（Compact Model Council）は、高耐圧トランジス
タ LDMOS 注 ) の標準モデルに広島大学の HiSIM-
LDMOS を選定した。2008 年中旬には、国際標準
モデルとして一般公開される予定である。これは、
この領域で我が国の技術が世界的に認知された初
めての成果と言える。
　半導体集積回路の設計には回路シミュレーショ
ンが行われるが、そのためにはトランジスタモデ
ルが必要である。トランジスタモデルとはトラン
ジスタの電気特性（電流、キャパシタンスなど）
を解析的に記述した数式のことを言う。このモデ
ルが悪いと設計した通りのものが製造できないた
め、良いモデルの使用は製品開発上の必須要件で
ある（右図参照）。
　LDMOS は、情報家電あるいは自動車などのほ
とんどの製品で利用されているが、正確なトラン
ジスタモデルが存在していなかった。CMC ではこ
の課題解決を必須項目とした要求仕様を作成して
モデル開発者に提示していた。これまで標準のト
ランジスタモデルとして広く使われてきた BSIM
（Berkeley Short-channel IGFET Model）という
モデルは、カリフォルニア大学バークレー校が開
発したものであるが、近年の先端的なトランジス
タの特性を正確に表現できなくなっていた。
　1998 年以来、広島大学の三浦研究室は（株）半
導体理工学研究センターと共同で回路設計用のト
ランジスタモデル HiSIM（Hiroshima university 
STARC IGFET Model）を開発してきた。HiSIM-
LDMOS は、上記のニーズに高精度かつ柔軟に応
えることができるモデルである。
　CMC は米国政府系標準化機関 GEIA 傘下の機関
であり、トランジスタモデルのユーザである世界
の主要な半導体メーカーや EDA（設計自動化）ベ
ンダなど、現在、総数 52 社が参加している。CMC
の標準モデルに認定されると、技術的に最良なモ
デルであると世界的に認知されるとともに、参加
EDA ベンダによる標準モデルの EDA ツールでの
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　2007 年12 月28 日、回路シミュレーション用トランジスタモデルの国際標準化機関である CMC（Compact 
Model Council）は、LDMOS（Laterally Diffused Metal Oxide Semiconductor）の標準モデルとして、広島大学で
開発された HiSIM-LDMOS を選定した。この領域で我が国の技術が世界的に認知された初めての成果と言える。
CMC は技術専門家によるモデル評価の後に投票により国際標準モデルを選定している。今回の LDMOS 標準
モデルの選定は 2006 年春から開始され、広島大学の HiSIM-LDMOS は拡張性、広範な特性表現、高精度な
どが高く評価され、投票では圧倒的多数を獲得して標準モデルに選定された。
トピックス2　広島大学発の回路シミュレーション用モデルが国際標準に
サポート、CMC からの資金面での支援によるモデ
ルの改良・保守の継続性などの利点が得られる。
　CMC の選定プロセスでは、技術専門家によるモ
デル評価の後に投票が行われる。今回は 2006 年
春から LDMOS 標準モデル選定が開始され、広島
大学の HiSIM-LDMOS、オランダのアイントホー
ヘン工科大学のモデル、スイス工科大学ローザン
ヌ校のモデルの 3 モデルが候補となった。約 1 年
間の技術評価後に選定投票が行われ、広島大学の
HiSIM-LDMOS は拡張性、広範な特性表現、精度
の高さなどが評価され、圧倒的多数を獲得して標
準モデルに選定された。
　今回の標準化には、トランジスタモデルを開発
してきた広島大学の研究開発力とともに、日本の
半導体企業からのバックアップ、経済産業省およ
び（独）NEDO 技術開発機構からの様々な支援な
ども大きく寄与している。
回路シミュレーションとトランジスタモデル
資　料
http://www.starc.jp/about/release/080117-j.pdf
注　LDMOS（Laterally Diffused Metal Oxide 
Semiconductor）：高耐圧・大電流トランジスタで
あり、通常の MOS トランジスタと違いドレイン領
域を横方向に拡張した構造を有する。高耐圧と大
電流を実現できるのが特徴で、携帯電話基地局の
パワー・アンプ回路などで利用されている。
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　脳研究から得られる情報は、医療現場や教育、
企業のマーケティング活動、自動車の運転支援な
ど様々な分野への応用が期待されている。しかし、
未だ人が日常行う複雑な行動の根本的な理解は十
分進んでいるとは言い難い。脳がどのように行動
を起こそうとするのか、といった脳の本質の理解
に迫るアプローチのひとつとして、人の行動の情
報処理モデルを構築し、ロボットによって検証す
る研究領域がある。
　2008 年 1 月、（株）国際電気通信基礎技術研究所
(ATR) の脳情報研究所川人光男所長らのグループ
は、米国デューク大学と共同で、米国に居るサル
の大脳皮質情報をネットワーク経由で日本に伝送
し、逆に日本にある等身大のヒューマノイドロボッ
トの動きを示す映像情報を米国に伝送することに
より、ロボットのリアルタイム歩行パターンの再
現に成功したと発表した 1)。ロボットの映像情報
をフィードバックするような双方向のデータのや
りとりは今回が初めての試みである（図表 1）。本
研究は（独）科学技術振興機構 (JST) の戦略的創造
研究推進事業「計算脳プロジェクト」（平成 16 年
～平成 21 年 1 月）の成果のひとつである。
　実験はウォーキングマシン上で歩行訓練を受け
たサルが用いられた。サルの運動野の下肢を司る
部位から、数百の神経細胞活動を記録し、下肢の
関節位置を再構成した。また、データ受信と同時
に映像を再生するストリーミング方式を採用し、
サルとロボットの双方向ネットワーク・インター
フェースを開発した。これにより、米国に居るサ
ルの脳活動の信号をロボットの制御信号として日
本に送信し、同時に日本にあるロボットの動きを
映像情報として米国に居るサルに見せることが可
能となった。
　この実験成果の応用としては、下半身麻痺患者
の運動機能再建などが期待される。
　なお、実験に用いられた等身大のヒューマノイ
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　脳研究から得られる情報は、医療現場や教育など様々な分野への応用が期待されている。2008 年1月、
（株）国際電気通信基礎技術研究所 (ATR) 脳情報研究所のグループは、米国デュー ク大学と共同で、米国に居
るサルの大脳皮質情報を日本に伝送し、日本にある等身大ヒュー マノイドロボットの映像情報を米国に伝送する
ことにより、ロボットのリアルタイム歩行パター ンの再現に成功したと発表した。歩行訓練を受けたサルの運動
野の下肢を司る部位から、数百の神経細胞活動を記録し、下肢の関節位置を再構成した。また、データの受
信と映像再生を同時に行うストリー ミング方式を採用し、サルとロボットとの双方向ネットワーク・インター フェー
スを開発した。これにより、米国に居るサルの脳活動信号をロボットの制御信号として日本に送信し、同時に
日本にあるロボットの動きを映像情報としてサルに見せることが可能となった。実験成果の応用としては、下
半身麻痺患者の運動機能再建などが期待される。
トピックス 3　サルの脳情報を日米間で双方向伝送しロボット歩行として再現
ドロボットは、上記プロジェクトの別の共同研究
機関である米国カーネギーメロン大学と ATR が 2
年間にわたり共同開発してきた等身大のロボット
である（図表 2）。今回、新たに生物の歩行を参考
にした歩行制御手法を導入し、制御用に中枢パター
ン発生器を開発し、ロボットに実装した。また、ロ
ボットの全身に 51 の関節の自由度を持たせている。
参　考
（独）科学技術振興機構 (JST)のプレスリリース：
http://www.jst.go.jp/pr/info/info461/index.html
出典：参考資料
࿑ ታ㛎᭴ᚑ࿑

図表１　実験構成図
図表２　今回開発されたヒューマノイドロボット
出典：参考資料
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　2008 年 2 月に、東京工業大学フロンティア研
究センターの細野秀雄教授らのグループは、転
移温度注）32 Ｋを示す新系統の高温超伝導物質
LaOFeAs を発見した１、２）。これまでに発見され
ている金属超伝導物質や銅酸化物系高温超伝導物
質とは異なる系統の新しい超伝導物質であり、絶
縁性の LaO 層と金属性の FeAs 層が交互に積層さ
れた層状構造を持つ（図表 1）。銅酸化物系高温超
伝導体では CuO2 層が超伝導面であるのに対し、
今回の新超伝導体は FeAs 層が超伝導面となる。
　同グループは、同じ鉄系統の物質 LaOFeP が超
伝導になることを 1 年半前に突き止めていたが、
その転移温度は 5 Ｋ程度と低いため注目を集めな
かった。今回、P を As に置き換えるなどの工夫を
して、転移温度が 32K に上昇した。今後、絶縁層
材料の置換などにより、さらなる転移温度の上昇
が見込まれる。最近の予備的な実験では、転移温度
が 50K 程度まで上昇するデータも出てきている。
　この高温超伝導物質 LaOFeAs は、酸素原子 (O)
の一部をフッ素原子 (F) に置き換えて余剰電子を作
り出し、その余剰電子が FeAs 層にドープされる
ことによって初めて超伝導性が発現する。これは、
CuO2 面への電子またはホールのドープが必要な銅
酸化物系高温超伝導物質の特徴と類似である。した
がって、銅酸化物系高温超伝導物質と同じように、
電子のドープ量や絶縁層の物質を変えることによ
り、転移温度が大きく上昇することが期待できる。
　1986 年に発見されてフィーバーとなった銅酸化
物系高温超伝導物質は、改良が進んで転移温度が
160K までに達したが、その後の転移温度の上昇
は報告されていない。高温超伝導メカニズムにつ
いても、様々な理論が提出されているものの未だ
解明には至っていない。CuO2 面の特殊性に着目
したメカニズムの理論も多いが、それらについて
は再考を迫られるであろう。今後、高温超伝導メ
カニズムの解明が進むものと期待される。
　銅酸化物系高温超伝導物質が発見された直後、
大量の研究者が参入して高温超伝導体の研究が急
激に進展した。しかし、現在では地道な研究は続
 ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　2008年2月、東京工業大学フロンティア研究センター の細野秀雄教授らのグループは、転移温度32Ｋを示
す新しい系統の高温超伝導物質LaOFeAsを発見した。従来の金属超伝導物質や銅酸化物系高温超伝導物質
とは異なる超伝導物質であり、絶縁性のLaO層と金属性のFeAs層が交互に積層された結晶構造を持つ。材
料元素の置換などにより、さらなる転移温度の上昇も期待される。銅酸化物系高温超伝導物質の発見直後、
高温超伝導体の研究が急激に進展したが、今回の発見は、未解明な高温超伝導メカニズムを明らかにする上
で極めて重要であるばかりではなく、超伝導研究の再度の活性化を促すきっかけになり得る。
トピックス4　新系統の高温超伝導物質の発見
いているものの、研究人口は大幅に減少している。
今回の発見は、超伝導研究の再度の活性化を促す
きっかけになり得る。
　なお、この研究は、（独）科学技術振興機構（JST）
戦略的創造研究推進事業の発展研究 (ERATO-
SORST) の一環である。
図表１　新高温超伝導物質の結晶構造（表紙カラー図参照）
出典：参考文献 1）
図表２　超伝導物質の発見年と転移温度
出典：参考文献 2）
࿑⴫䋱䋮ᣂ㜞᷷⿥વዉ‛⾰䈱⚿᥏᭴ㅧ㩷 䋨ෳ⠨ᢥ₂䋱䉋䉍䋩
注：超伝導物質を冷やすと、ある温度で常伝導か
ら超伝導になって抵抗が０となる。この温度を転
移温度という。
参　考
1）　（独）科学技術振興機構（JST）ホームページ：http://
www.jst.go.jp/pr/announce/20080218/index.html
2） 米国化学会誌「Journal of the American Chemical 
Society」: http://pubs3.acs.org/acs/journals/toc.
page?incoden=jacsat&indecade=0&involume=13
0&inissue=7
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　JR東日本旅客鉄道株式会社、東京大学生産技術
研究所の岸利治准教授、横浜国立大学の細田暁准
教授らは、産学連携による共同研究によって、コ
ンクリートに発生したクラックを自ら治癒する機
能を有する「自己治癒コンクリート」を開発した
ことを2008年2月に発表した。
　コンクリート構造物は、硬化中の温度変化や収
縮による体積変化、外力の作用、施工不良などに
よってクラックが発生する可能性がある。クラッ
クの発生機構は複雑で多くは複数の原因に拠る。
このクラックに水分が浸入することによる漏水、
凍結融解によるクラック拡大、クラックが起因す
る鉄筋の発
は っ せ い
錆などにより、構造物の美観、機能、
耐久性が損なわれ、最悪の場合には人的被害にも
つながる。その対策としては、クラック部に充填
剤の注入による補修や防水工、止水工などを施工
する方法が取られてきた。このような対策ではコ
スト増加が避けられず、劣化進行状況によっては
構造物全体を作り換えなければならないこともあ
る。
　構造物のメンテナンスフリー化の観点から、ク
ラックが発生しても自己修復あるいは自己治癒で
きるコンクリートの研究開発は、世界的にも注目
されつつある。2007年4月にはオランダのノール
ドワイクにおいて、セメント系材料を含む10分野
の自己治癒材料を専門に扱った初めての自己治癒
材料国際会議が開催された。コンクリート分野で
は、日本から上記の共同研究チームが3件の研究
発表を行った。これまで、世界的に突出した研究
成果がほとんど得られていなかったため、この共
同研究チームの行った研究発表には多くの関心が
寄せられた。一方、国内においては、2007年6月
から（社）日本コンクリート工学協会に、セメント
系材料の自己修復性の評価とその利用法研究委員
会が設置された。ここでは、自己治癒に関する情
報の取りまとめや情報発信を行う活動が行われて
	ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　ＪＲ東日本旅客鉄道株式会社、東京大学生産技術研究所の岸利治准教授、横浜国立大学の細田暁准教授ら
は、産学連携の共同研究で、コンクリー トに発生したクラックを自ら治癒する機能を有する「自己治癒コンクリー
ト」を開発したことを、2008 年 2 月に発表した。このコンクリー トを適用した構造物にクラックが生じた場合、
そのクラック部分に浸入した水分が開発した特殊な混和材などが反応し、炭酸化合物が析出してクラック部分
を修復する。生成した炭酸化合物は水への溶解性が低いことから、修復した部分の止水性は高い。価格はまだ
一般のコンクリー トよりも高いが、クラック補修や防水工事を省けることによる維持コストの低減ができることか
ら、需要の増大が期待できる。研究グル プーは、さらに高性能でより安価な自己治癒コンクリー トの開発を目指
している。
トピックス5　クラックの自己治癒機能を有するコンクリー ト材料の開発
おり、上記の共同研究チームも参加している。
　上記の共同研究チームが開発したコンクリート
のセメントには、組成物として炭酸基を有する塩
などと、反応性を抑制した生石灰を含む特殊な混
和材などが含まれる。このため、構造物にクラッ
クが生じた場合でも、そのクラック部分に水分が
浸入すると、開発した特殊な混和材などが反応し、
炭酸化合物が析出してクラック部分を修復する。
生成した炭酸化合物は水への溶解生が低いことか
ら、修復された部分の止水性は高く、0.1MPaの水
圧に耐える。また、クラック幅0.4mmが約28日
で閉塞した事例が報告されている（図表）。静止水
に浸漬した状態だけでなく、ひび割れ間をつねに
水が流れる状態での修復も確認している。研究グ
ループはさらに高性能の自己治癒コンクリートの
開発を続けている。例えば、水和反応が収束した
ような長期材齢のコンクリートクラックの場合で
も、クラックへの水分浸入により数日程度で修復
するような材料を目指している。
　現在公表されている自己治癒コンクリートの価
格は、一般のコンクリートより1立方ｍ当たり数
千円程度高い。しかし、クラック補修や防水工を
省けることにより、維持コストが低減できること
から、需要の増大が望める。さらに高性能でより
安価な自己治癒コンクリート材料の開発も期待さ
れている。
コンクリートクラックの閉塞状況
写真提供：横浜国立大学　細田暁准教授
クラック自己治癒前（0.4mm） 自己治癒後（28 日経過）
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　米国航空宇宙局(NASA)の水星探査機「メッセ
ンジャー」は2008年1月、水星に高度約200km
まで接近して、フライバイ(近傍通過)を行い、米
国のマリナー 10号のフライバイ (1974年3月、同
年9月、1975年3月) 以来、約33年ぶりに水星の
表面、磁場などを観測した。2004年8月の打上げ
後、地球と1回、金星と2回のフライバイを経て、
今回のフライバイに成功した。2008年10月およ
び2009年9月のフライバイの際にも水星の観測を
行い、2011年3月、探査機としては初めて水星周
回軌道に投入される。
　水星と太陽との距離は、地球と太陽との距離の
約3分の1程度であるため、水星周回軌道は苛酷な
熱環境である。メッセンジャーの場合、シャトル
にも使用されているセラミック繊維で覆われた耐
熱防護板で衛星本体を保護している。耐熱防護板
の外側表面の温度は最高約370℃に達するが、搭
載機器は室温レベルで作動するよう設計されてい
る。材料技術などの進展により、探査機の水星周
回軌道投入が可能になったと言える。
　太陽系天体の地球型惑星である水星、金星、地球、
火星のうち、固有磁場が存在するのは、地球以外
では水星のみである。地球の約1%程度の強度の固
有磁場の存在がマリナー 10号の観測により明らか
にされている。
　地球では、溶融鉄を主成分とする外核の対流に
起因するダイナモ作用により磁場が発生している
と考えられており、水星でも、同様のメカニズム
で磁場が発生していると推測される。しかし赤道
半径は、地球が約6,378㎞であるのに対し、水星
は約2,439㎞であり、月より僅かに大きい程度で
ある。このように小さい惑星の核は、純粋な鉄の
みから成る場合にはすでに凝固していることも考
えられるが、硫黄などの混入により融点が下がり、
液状の外核が維持されているのではないかとの説
もある。
　固有磁場の存在以外にも、水星には謎が多い。地
	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier
　2008年1月、米国航空宇宙局(NASA)の水星探査機「メッセンジャ 」ーは、水星とのフライバイ(近傍通過)
を行い、米国のマリナー10号以来約33年ぶりに表面、磁場などを観測した。地球と同様な固有磁場の存在、
他の地球型惑星とは異なる高い密度、極域クレータ底の氷の存在の可能性など水星には未解明の点が多い。
フライバイのみによるマリナー10号の観測は限定的だったが、メッセンジャーはさらに２回の水星とのフライバ
イを経て、2011年3月、探査機としては初めて水星周回軌道に投入され、約1年間、表面の地形、鉱物･化学
組成や磁場などの観測を行う。(独)宇宙航空研究開発機構（JAXA）も欧州宇宙機関（ESA）と「ベピ･コロンボ」
水星探査計画で協力し、2013年の打上げに向け、それぞれ探査機を開発する予定である。
球型惑星では平均半径と密度との間に相関関係が
見られるが、水星のみ高密度側に乖
か い り
離している。極
域クレータ底の氷の存在を示唆する地上レーダー
観測データの真偽も未解決である。
　フライバイを行ったマリナー 10号では、水星表
面の約45％が観測されたのみで、磁場の観測も限
定的だった。メッセンジャーは、水星を約1地球年
(約4水星年、約2水星日に相当)周回して、表面の
地形、鉱物･化学組成や磁場などの観測を行い、上
記のような未解明の点を明らかにするものと期待
される。
　欧州宇宙機関（ESA）と日本の(独) 宇宙航空研
究開発機構（JAXA）も｢ベピ･コロンボ｣水星探査
計画で協力し、2013年に探査機を打ち上げる予定
である。この計画では、ESAは水星の表面地形、
鉱物･化学組成の観測を主目的とする水星表面探査
機、JAXAは水星の磁場・磁気圏の観測を主目的と
する水星磁気圏探査機を開発する予定である。
トピックス6　米国探査機、約 33 年ぶりに水星観測を再開
水星周回軌道のメッセンジャー ( 想像図 )
提供：NASA/ ジョン・ホプキンス大学応用物理研究所 /
カーネギー研究所
参　考
1） メッセンジャー HP : http://messenger.jhuapl.edu/
2） ベ ピ ･ コ ロ ン ボ HP : http://www.esa.int/esaSC/
120391_index_0_m.html

Science & Technology Trends   March  2008
　2008年1月、経済産業省は、総合科学技術会議
事務局ならびに文部科学省と協力して「安全保障
貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究
機関用）」を取りまとめ、三者連名で大学等に送付
した。
　本ガイダンスの作成は「知的財産推進計画
2007」の方針に沿ったものである。同計画では、
パンフレット配布や説明会等による研究者の意識
向上、促進策や課題の検討とともに、大学等を対
象とするガイドラインを作成することが明記され
ている。
　本ガイダンスは、大学等が外国為替および外国
貿易法に基づく技術提供管理を効果的に行うため
の指針として作成されている。まず、技術提供管
理が関係する分野、技術の形態、提供機会の例、
規制対象例が挙げられ、対象技術がわかりやすく
示されている。次いで、管理体制整備、組織内の
技術提供での留意点、審査方法が挙げられ、さらに、
教育・研修、監査等について述べられている。研
修生、留学生、研究者等海外から人材を受け入れ、
また海外の研究者との非公式な情報交換の機会も
多い大学という組織の特性から、規制対象技術の
提供については、技術提供先が非居住者（来日6
か月以内）か否かの確認、懸念国・団体からの人
材受け入れ可否判定等の重要性が取り上げられて
いる。また、規制対象外である基礎科学分野研究
や論文・学会発表については、産学連携プロジェ
クトで行われる研究開発は基礎科学に当たらない
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　2008年1月、経済産業省は、総合科学技術会議ならびに文部科学省と協力して「安全保障貿易に係る機微
技術管理ガイダンス」を取りまとめた。本ガイダンスは、「知的財産推進計画2007」の方針に沿って外国為替
および外国貿易法の大学等向けのガイドラインとして作成されたもので、技術提供管理が関係する分野や形態
などを挙げて対象をわかりやすく示した上で、管理体制、組織内での技術提供、審査方法、教育・研修、監
査等について述べている。我が国では、2003年に知的財産基本法が施行されて以降、毎年知的財産推進計
画が策定されている。2006年からは、知的財産活動の国際的展開、ならびに大学における知的財産創造と産
学連携の推進が重点項目の一部となり、知的財産推進計画2007において輸出管理強化が記された。国際的
な人材交流の促進が議論される状況にあって、大学における実効性ある機微技術管理の重要性は増大すると
考えられ、本ガイダンスはこれまでの取り組みを補強するものと位置づけられる。
トピックス7　大学・研究機関向けに機微技術管理ガイダンスを作成
場合があること、通常の学会以上に参加者制限の
あるセミナー等では規制対象技術が含まれるか否
かの確認が必要なことが記されている。
　我が国では、2003年に施行された知的財産基
本法に基づき、知的財産推進計画が毎年策定され
ている。2003年3月から2006年2月までの3年
間（第1期）に、知的財産本部やTLOの設置など、
大学において知的財産創造の体制整備が進んだ。
また、産学連携推進のために「大学における営業
秘密管理指針作成のためのガイドライン」も作成
された。2006年3月からの第2期においては、重
点項目の一部として、知的財産活動の国際的展開、
ならびに大学等における知的財産の創造と産学連
携の推進が挙げられている。輸出管理強化は、「知
的財産推進計画2007」において「大学、研究機関
において知的財産を活用し、創造を促進する」項
中の「国際的な活動を推進する」の中の4項目の
一つとして記述されている。
　経済産業省による大学等に対する技術管理の
注意喚起は、これまでも行われてきた。2005、
2006年には輸出管理の強化を求める文書が大学等
に発出され、また、2006年から大学等を対象とし
た説明会が各都道府県で開催されている。
　大学への外国人研究者の受け入れ拡充など国際
的な人材交流の促進が議論される状況にあって、
大学における実効性ある機微技術管理の重要性は
増大すると考えられる。本ガイダンスはこれまで
の取り組みを補強するものと位置づけられる。
参　考
「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス」:
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/kanri/bouekikanri/daigaku/kibigijyutukanrigaidansu.pdf
「知的財産推進計画 2007」: http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/070531keikaku.pdf
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　世界各地で集中豪雨やハリケー
ンなどの異常気象が多発し、北極
海の氷の減少など、地球温暖化の
影響が予想以上のスピードで顕在
化し、温室効果ガス削減という課
題に向けていよいよ差し迫った状
況を迎えている。
　地球温暖化の科学的検証プロ
セスには多くの知見の集積が必
要で、これまで科学者の警告は
慎重であったが、2007 年 2 月か
ら 5 月にかけて、気候変動に関す
る政府間パネル（英文正式名称：
IPCC）が公表した第四次評価報告
書では、20 世紀半ば以降に観測
された地球温暖化は、人間活動に
より排出された温室効果ガスの影
響であると考えて問題はないと示
すと同時に、地球規模での悪影響
が加速的に拡大しており、危険な
レベルを超えないよう、直ちに温
室効果ガス排出削減に取り組む必
要性を強く警告した 1 ～ 4）。この
ように、地球温暖化問題における
主要な命題は、気候変動の現象そ
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
のものの『解明』から、「気候変動
に対して如何に『対応』するか」へ
と新たな局面を迎えている 5）。
　一方、地球温暖化問題は、地球
規模で生じている社会問題である
ことから、これまでの環境問題の
ように、個別の事象や地域、技術
の部分的な最適化や、単一の学問
領域の知識のみでは課題解決に対
応できなくなってきている。どの
ような将来を望むのか、より幅広
い視点で社会のあり方を問い直す
とともに、課題解決志向のアプ
ローチが根源的に重要となる。
　地球環境と人間社会が調和した
望ましい社会の発展のあり方とし
て、「持続可能性（サスティナビ
リティ）」という概念が示されて
いる。「環境の世紀」とも呼ばれ
る 21 世紀の科学技術および経済
システムを語る上で、この概念が
最重要キーワードの一つとなって
おり、官民セクターあるいは国境
を越えた様々な場面で議論が展開
されている。近年、欧米を中心
に、特に大学において、これま
でのように細分化した単独の学問
領域の中だけに留まらず、地球規
模での喫緊の諸問題に対して、課
題解決志向のアプローチで、新し
い学際・融合的な学術体系である
｢ サスティナビリティサイエンス
（Sustainability science）｣ を創
成しようとする取り組みが盛んと
なっている。
　本論文では、サスティナビリ
ティサイエンスの急速に発展しつ
つある状況と、その背景となって
いる、近年の地球温暖化問題およ
び気候変動政策のトレンドを概説
する。各国の主要なサスティナビ
リティサイエンスの研究動向をま
とめるとともに、IPCC 第四次評
価報告書における国別貢献度を比
較することで、日本の位置付けや
日本人研究者の国際的なプレゼン
スについての定量的把握を試み
る。それらを踏まえ、今後の日本
のサスティナビリティサイエンス
研究に対する提言をまとめる。
科学技術動向研究
地球温暖化問題に対する
サスティナビリティサイエンスの
研究動向
― IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題―
	 前田　征児	 　　日引　聡
● 環境・エネルギーユニット 　　客員研究官
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地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向	－ IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題－
2  サスティナビリティサイエンスとその背景 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
図表 1　地球温暖化問題に関する科学的知見の政策への反映プロセス
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
２‐１
地球温暖化問題の特質と
科学の果たす役割
　人類の抱える様々な社会問題の
中でも、地球温暖化問題の際立っ
た特徴点として、政策決定者が対
策に取り組む際に、自然科学の知
見が極めて重要な役割を果たす点
が挙げられる。温暖化リスク、必
要な温室効果ガス排出削減量、お
よびその具体策や道筋など、政策
決定プロセスに必要な様々な情報
を提供すべく、これまで多くの研
究資源が投入され、科学的知見が
集積されてきた。
　これら科学的知見を整理して全
体像を示すことを目指し、188
年に各国政府の合意の下、IPCC
が設立され、気候変動政策へ科学
的知見を反映するプロセスが確立
された（図表 1）。気候変動の影響
や予測は 100 年単位の長期間を
対象としており、大きな不確実性
を考慮する必要がある。そこで、
つねに最新の知見を取り入れ、政
策の枠組み等を逐次改善できるよ
う、IPCC では数年毎に評価報告
書を公表してきた。政策反映のプ
ロセス毎に、第 1 作業部会（自然
科学的根拠）、第 2 作業部会（影響・
適応・脆弱性）、第 3 作業部会（気
候変動の緩和）の 3 つの作業部会
が構成され、作業部会毎に評価報
告書を公表してきた 1 ～ 4）。
　直近の第四次評価報告書で、地
球温暖化に与える人為的活動の影
響が確認されたことを受け、地球
温暖化問題に対する科学の果たす
役割については、自然現象の「解
明」も引き続き重要であるものの、
今後は、「適応」「緩和」に軸足を
移すことがより強く求められてい
る 1）。我が国でも環境省の「地球
温暖化影響適応研究委員会」にお
いて、適応策戦略策定のための議
論が開始されている 5）。
２‐２
気候変動政策の動向と課題
　気候変動対策のための最も基本
的な国際的枠組みは、12 年に
採択され、14 年に発効した国
連気候変動枠組条約（UNFCCC）
である。現時点で 188 カ国と欧
州共同体を含む、世界のほぼ全
ての国が加入する普遍的な条約
となっている。この条約の下、
17 年に採択された京都議定書
に基づき、日本を含む付属書Ⅰ
国の該当国に対しては、2008 ～
2012 年の第一約束期間において、
温室効果ガスの排出削減義務が課
せられる。国際社会として本格的
な地球温暖化対策の第一歩を踏み
出したという点において、京都議
定書には大きな意義があった。
　一方、採択から 10 年余り経過
した現在、京都議定書に対して
様々な問題点も指摘されており、
第一約束期間終了後の 2013 年以
降には見直しが予定されている。
これに合わせて、関係各国からは
様々な制度設計のアプローチおよ
び、新規の枠組みが提案されてい
る（図表 2）。
　2007 年 12 月の COP13 および
COP/MOP3 では、国際的枠組み
見直しに関する議論を開始するた
めにバリ行動計画が示され、これ
まで大きな懸案事項だった米国お
よび途上国までを含む、新たな枠
組み検討の場が立ち上げられた。
今後、200 年 COP15（コペンハー
ゲン開催予定）までに、緩和措置
拡大の包括的なプロセスと枠組構
築の作業を終了することが合意さ
れている。
　新たな枠組み検討に参加する各
国のおかれている政治・経済状況
は多様で、温室効果ガス排出削減
に対する国内利害も複雑に衝突し
ている（図表 3）。新たな国際制度・
枠組構築作業や合意形成のプロセ
スは、これまで以上に難航が予想
される。科学者に対しても、より
複雑化した問題が課せられると同
時に、適切なタイミングで適切な
科学的知見を提供することが求め
られる。関連する社会制度等を踏
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提案 制度アプローチ 概要 主な課題
排出量目標値の決め方についての提案
マルチステージアプローチ
京都議定書型の削減義務国を追加的に拡大する。 途上国
は所得水準に応じて炭素集約度改善目標を課し、 一定の経
済発展水準に達すると削減義務国に追加する。
米国 ・ 途上国の参加インセンティブが
乏しい。
排出基準 ・ 燃費基準提案
（セクトラルアプローチ）
個々の技術や製品に排出量 ・ エネルギー効率基準を設定
し、 セクターごとに排出量削減を目指す。
消費者の削減インセンティブが乏しい。
温暖化防止に対する有効性。
ブラジル提案
各国の過去の排出量積算に基づき、 排出量削減負担を配
分する。
過去データ入手の困難性 ・ 信頼性。
トリプティークアプローチ
排出量を民生 ・ 産業 ・ 発電の 3 部門に分け、 経済構造の
違い等を勘案した上で、 多国間交渉で削減目標値を分担す
る。 より多部門に分けるのが 「多部門収斂アプローチ」。
データ取得の一貫性 ・ 信頼性。 合意
形成の衡平性。
収縮 ・ 収束提案
一人当たりの温室効果ガス排出量を中長期的に世界一律と
なるよう、 各国に排出許容量を配分する。
人口増加インセンティブを生じる。 地
域性への配慮不足。
炭素集約度目標提案
各国の経済発展状況を考慮し、 GDP 当りの排出量 （炭素
集約度） 目標を課す。
温暖化防止に対する有効性。 国際排
出量取引制度との連結。 制度設計の
衡平性。
削減対策手法に関する提案
セイフティバルブ提案
排出権取引価格にあらかじめ上限 （セイフティバルブ） を設
定し、 削減義務国の費用負担の不確実性を低減する。
人口変動に対する衡平性。
国際炭素税提案
国際的に共通な炭素税に合意し、 各国毎に課税することで、
衡平性を確保し、 費用負担の不確実性を低減する。
資源産出 ・ 消費国間の国際合意の困
難性。
地域ごとの対応提案
地域ごとに異なる取り決めを早期に合意形成し、 多国間合
意を補完 ・ 代替する。
手続きの衡平性。 温暖化防止に対す
る有効性。
２トラックアプローチ
一つの制度に２種の義務メニュー（排出量目標 or 政策措置）
を設け、 各国の意思で選択できるようにする。
途上国への削減目標設定の実現性。
途上国政府の人的 ・ 財政的能力の確
保。制度の複雑性による行政コスト増。
その他の提案セクター別 CDM
京都議定書制度を活用し、 途上国に対して、 セクター別に
決められた量のクリーン開発メカニズム （CDM） 事業の受
入れ義務を課す。
途上国政府の人的 ・ 財政的能力の確
保。
持続可能な発展政策措置
（SD-PAM)
途上国に対して、 国の経済計画の中に何らかの温室効果ガ
ス排出抑制政策を盛込む義務を課す。
途上国の自主性に依存。 国際排出量
取引制度との連結。
技術基金提案
温暖化防止技術の研究開発に資金供与するための国際的
な基金を創設する。
各国の負担義務分担。 温暖化防止に
対する有効性。
図表 2　様々な制度設計アプローチの比較
参考文献 7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
まえた上で、技術的解決手段の有
効性や排出削減シナリオ評価等を
行い、対策・制度の充実に貢献す
ることも期待される。また、合意
形成結果は、多国間交渉における
適応策の制度設計アプローチのあ
り方に大きく影響され、各国の削
減負担を大きく左右しうる。した
がって科学者に対しては、これま
で以上に重要な「社会的役割」を果
たすことが求められる。科学的知
見の政策反映プロセスが進展する
とともに、関連する学問領域を融
合・統合し、課題解決型のアプロー
チで、新たな知識体系を創出する
必要性が高まっている。
２‐３
サスティナビリティ
サイエンスとは
　サスティナビリティサイエンス
は、地球温暖化問題を始めとする
人類の生存に関わる様々な課題に
対し、「持続可能性（サスティナビ
リティ）」という観点から課題解決
を目指すもので、近年、欧米を中
心に急速に発展しつつある学問領
域である。
　サスティナビリティと言う概念
が議論されるきっかけは、187
年に日本の提案で発足した「環境
と開発に関する世界委員会」で
あったと言える 12）。ノルウェー
のブルントラント首相を委員長と
した本委員会は、その報告書の中
で「持続可能な発展（Sustainable 
Development）」の概念を、「将来
の世代がそのニーズを充足する能
力を損なうことなく、現在のニー
ズを満たす開発のこと」と記して
いる。
　その後、12 年にリオデジャ
ネイロで開催された「国連環境開
発会議（地球サミット）」や、「持続
可能な発展に関する世界経済人会
議」などにおいて、持続可能な発
展を実現する上での様々な議論が
活発化したことを契機として、従
来の学問領域を超えた領域を対象
とする超領域的な研究体系の必要
性が認識されるようになった。
　このような背景の中、2000 年
代初頭に米国ハーバード大学の
R.W.Kates らによってサスティ
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ナビリティサイエンスの概念が
提唱された 13）。サスティナビリ
ティサイエンスは、人類の生存基
盤全体を含む地球規模のスケール
で発現する諸問題を研究対象とす
る。地球温暖化問題だけでなく、
貧困対策、福祉と健康維持、平和
と安全保障など、非常に幅広い課
題の解決を目標とするもので、細
分化した学問領域を課題解決のた
めに統合化し、自然科学や人文社
会科学などの従来の分野境界を超
えた、融合的アプローチが求めら
れる。近年、欧米を中心に急速か
つ多様な発展を遂げつつある一方
で、必ずしもまだ有効な方法論が
確立されているとは言い難い状況
にある。
　当初、地球温暖化問題は、南北
問題や貧困問題などとともに、サ
スティナビリティサイエンスが対
象とする課題の一つでしかなかっ
たが、その後、地球温暖化問題の
影響が拡大して深刻さを増すとと
もに、今や中心的な課題へと変化
してきている（図表 4）。
ポジショニング ・ 政策動向
温室効果ガス排出量の状況
基準年比
／議定書目標
一人あたり
換算
対 GDP
（2000 年）
米国
2001 年に京都議定書から離脱したが、 その後も州政府 ・ 民間企業レベルでは
継続して排出権取引制度の議論が進展。 2007 年中間選挙以降、 連邦政府レベ
ルでも活発化。 COP13 バリ行動計画に参加し、 国際的な緩和措置拡大 （= 全て
の先進国による削減の約束または行動） の枠組み検討の議論に関与を表明。
・ 東海岸９つの州で地域温室効果ガスイニシアティブ （RIGGI） ⇒ 2009 年に排
出権取引制度開始予定で、 2018 年までに現状比 10% 減が目標
・ 連邦議会でも排出権取引制度に関する法案が多数提出 （6 種の温室効果ガ
ス全てを対象とし、 2050 年に 50% 以上の大幅削減を目標とするものが主流）
13.8% （2000 年）
／▲ 7%
5.5t-C/ 人
151t-C/
Million US$
欧州
一貫して気候変動国際交渉を主導。 バーデンシェアリングにより、 EU 全体の排
出削減目標を各国に再配分。 ポスト京都の枠組みについても、  EU-ETS の実績
を軸に、 国際的な排出削減数値目標を設定する京都議定書型制度構築を目指
す。
・ 2005 年 1 月 ： 世界に先駆けて EU 排出枠取引制度 （EU-ETS) を運用開始。
・ 欧州気候変動計画 （2006 年） により、 京都議定書目標達成のために EU 共
通の政策フレームワークを提示。
▲ 2.9% （2002 年）
／▲ 8%
2.1t-C/ 人
124t-C/
Million US$
ロシア
旧ソ連崩壊後の経済停滞により、 現行の排出量取引制度における最大の排出
枠供給者。 京都議定書発効にあたり、 ロシアの批准が重要な役割を果たしたが、
気候変動問題よりは経済 ・ 社会問題に関心と重点がある。
▲ 33.8%（2000 年）
／ 0%
2.7t-C/ 人
1423t-C/
Million US$
途上国
一つのグループ （G77+ 中国） にまとまり、 先進国に対する交渉力を保持。 内部
は様々に異なる利害関係。 COP13 バリ行動計画では、 国際的な緩和措置拡大
（= 途上国による計測 ・ 報告 ・ 検証可能な方法での削減の行動） の枠組み検討
の議論に関与を表明。
・ 大排出国 （中国 ・ インド ・ 南米） ： 途上国の議論をリード。 先進国への義務
と途上国への支援措置を要求。
・ 産油国 （中東諸国） ： 温暖化対策進展による石油収入減を懸念
・ 小島嶼国連合 ： 先進国 ・ 途上国の区別なく、 厳しい排出削減措置を求める
・ 後発途上国 ： 小島嶼国同様、 被害者としての立場を強調
※中国
33.3% （2000 年）
／なし
0.6t-C/ 人
※中国
820t-C/
Million US$
日本
排出削減義務を負うが、 排出量は増加。 超過分を海外から購入した場合、 1 ～
2 兆円 / 年の国費負担が生じると予測される。 一方、 議定書の衡平性に論点が
集中し、 環境税 ・ 排出権取引制度等の経済的措置に関する議論 ・ 導入は進ん
でいない。
6.4% （2006 年）
／▲ 6%
2.5t-C/ 人
68.9t-C/
Million US$
図表 3　各国気候変動政策のポジショニングと温室効果ガス排出量の動向
参考文献 7 ～ 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 4　サスティナビリティサイエンスの対象課題と地球温暖化問題の
　　　　位置付けの変化
科 学 技 術 動 向　2008年 3月号
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３‐１
基本命題と研究課題
　地球温暖化問題に関するサス
ティナビリティサイエンスの最終
目的は、大気中の温室効果ガス濃
度を安定化し、人類の生存基盤を
持続可能にすることである。その
ような最終目的に至る道筋は、図
表 5 に示す①～⑦の段階に分けて
考えられる。それぞれの段階の基
本命題に対応して、様々な研究課
題設定がなされているが、いずれ
も、自然科学と人文社会科学の境
界を超えた学術融合が必要な研究
課題である。これまでも環境分野
では比較的融合志向をもった取り
組みがなされてきたが、サスティ
ナビリティサイエンスの扱う課題
は、従来よりも広範な対象や複雑
な相互利害関係を含み、より包括
的な知識や、複数の学問的アプ
ローチの統合化・体系化を求めら
れている点が特徴である。
　これは、地球温暖化問題の有す
る、以下に示す特質を反映してい
る。第一に、温暖化により生じる
悪影響は、甚大で不可逆的である
と予想され、完全な確実性をもっ
て証明されるまで何も行動しない
と、回復不能となる恐れがある。
第二に、温暖化問題の各対策につ
いて、費用負担の配分を困難にし
ている複雑な要因と構造がある。
その結果、オゾン層破壊物質や大
気・水質汚染物質のように、単独
の原因行為と悪影響の因果関係を
明確に立証することが困難とな
る。第三に、経済発展段階や生活
水準が国によって異なり、原因へ
の寄与、影響を被る程度および対
処能力について、特に先進国と途
上国間の格差を踏まえての問題解
決が必要である。第四に、温室効
果ガスの排出は、製造・サービス・
運輸・農業など全ての経済活動と
人間生活に関わるエネルギーの活
用のあり方に起因しており、現代
の経済・社会の根本的なあり方の
転換なしには問題が解決し得ない。
３‐２
研究の動向
（1）欧米の動向
　サスティナビリティサイエンス
の概念が最も早く提唱された米国
では、米国国立科学財団（NSF）の
資金提供により、2000 ～ 2003
年にハーバード大学ケネディス
クールが中心となって「サスティ
ナビリティサイエンスプロジェク
図表 5　地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの基本命題と研究課題
参考文献 15、28）を基に科学技術動向研究センターにて作成
短期・長期シナリオ
リース経済 調和型社会
水素社会ドラえもん型
サツキとメイ型
集中型・
分散型社会
合意形成
価値観、宗教
ライフスタイル
ジオポリティーとジャズ
自主的取組企業のCSB
国際制度
国内制度
貿易制限
環境税補助金・
税控除
グリーン税制
排出量取引
炭素税
ポスト京都
CDM
技術移転
キャパビル
ポリシーミックス
エネルギー政策
研究開発政策
未利用エネルギー活用
再生可能
エネルギー
核融合
技術ポートフォリオ 遺伝子組換
リスクマネージメント
損害保険応力評価
省エネ
CO2固定化
防災
水資源
食料生産
健康被害 大気汚染
砂漠化
海洋汚染
熱帯林への影響
メガデルタ
低平地への影響
洪水・
渇水災害
生態系変化
複合影響
海洋酸性化による
影響
異常気象の発生
海洋酸性化
気温上昇
海面上昇
海流変化
南極・グリーンランド
氷床の融解
気象予測の
不確実性評価
温暖化以外の環境
変動要因
陸と海洋のCO2固定
土地利用変化、
森林火災の
炭素循環への影響
大気圏
海洋
地圏
生物圏
エアロゾル
オゾン
SOx
フィードバック機構
・・・基本命題
・・・研究課題黒字
炭素の大規模循環、濃度変化、
温暖化に関わる環境変動●要因は
どうなっているか？
人為的なGHG排出量と
発生源はどう推移していくか？
価値観、ライフスタイルを
どう変化させられるか？
どのような政策が必要か？
技術によってGHG排出を
どこまで抑制できるか？
リスクにどこまで適応可能か？
どのレベルの気候変化で
人類・生態系に危険が生じるか？
いつどのような気候変化、
海面水位変化を生じるか？
●エネルギー分野
白字
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大学　拠点 ・ プログラム名 主な目的 ・ 研究テーマ
参加学科
（下線がホスト）
種別
コロンビア大学　
地球科学情報ネットワーク国際センター （CIESIN ・ 米 )
http://www.ciesin.columbia.edu
社会 ・ 自然 ・ 情報科学の融合。 人間 ・ 環境の相互作用。 持続可能
な環境、 幸福、 貧困撲滅。 国連ミレニアムプロジェクトにて空間マッピ
ングデータと ESI （環境サスティナビリティ指標） を提案。
CIESIN 研究
オハイオ州立大学　
レジリエンスセンター （米）
http://www.resilience.osu.edu
ものづくり、 移動、 エネルギー、 建築、 農業ビジネス、 小売業などの
産業システムのレジリエンス （適応力） モデル構築。 短期リスクマネー
ジメントと長期持続可能性獲得。
統合システム工学
建築,公共政策,ビジネス（環
境･資源）
研究 /GP
ウィスコンシン ・ マジソン大学　
サスティナビリティ ・ 地球環境センター （SAGE ・ 米）　
http://sage.wisc.edu
天然資源 ・ 健康 ・ 安全 ・ 地球環境の相互作用。 博士課程プログラム
およびポスドク養成。
SAGE 研究 /GP
テキサス大学オースチン校　
持続可能な開発センター （米）　
http://utcs.org
持続可能な設計 ・ 企画 ・ 開発。 研究 ・ 教育 ・ コミュニティ参加の相
補的プログラム。
建築 , 建築工学 , 公共 , ビジ
ネス
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
ミシガン州立大学　
システム融合 ・ サスティナビリティセンター （CSIS ・ 米）
http://csis.msu.edu
人文社会科学と自然科学の枠を超えた、 創造的システム ・ 分野融合
（環境学 ・ 社会経済学 ・ 人口統計学等）。 地域 ・ 国 ・ 世界レベルの
持続可能に関する COE 構築と研究者養成。
CSIS, 環境科学 , 政策 , 植
物生態学 , 教育心理学 , 森
林
研究 /PG
カンザス州立大学　
環境管理 ・ サスティナビリティコンソーシアム （米）　
http://engg.ksu.edu/CHSR
サスティナビリティサイエンス、 持続可能な開発。 コミュニティ参加。 化学工学 , 農学 研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
デラウェア大学　エネルギー･環境政策センター （CEEP ・ 米）
エネルギー環境政策プログラム
http://ceep.udel.edu.academics/phd/enep.htp
政治 ・ 経済 ・ 環境間の相互作用と政策研究。 4 つの融合的教育プロ
グラム （環境エネルギー政策修士 / 博士 ,　技術 ・ 環境 ・ 社会修士
/ 博士）。
CEEP, 農業天然資源 , 人文
科学 , 工学 , 海洋 , 教育学 ,
公共政策
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
クラーク大学　
環境科学プログラム （米）
http://www.clarku.edu/departments/ES
社会科学 ・ 物理学 ・ 生物科学の融合。 地球システム科学 ・ 環境保
護生物学 ・ 環境科学政策コースからなる学部教育プログラム。
環境科学 , 経済学 , 政治学 ,
化学 , 哲学 , 物理 , 管理
教育 /UP
環境科学政策プログラム （米）
http://www.clarku.edu/departments/idce/
academicsGradESP.cfm
環境 ・ 技術 ・ 社会 ・ 開発の統合。 環境問題の理解力 ・ 創造的課題
解決力 ・ リテラシー ・ 多分野協業能力の獲得。 環境と健康、 気候と
エネルギーの持続可能性、 環境管理政策。 修士教育プログラム。
環境科学 ・ 政策 , 地学 , 生
物学 , 数学 , 計算科学
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
カリフォルニア大学　
環境科学プログラム （米）
http://oie.ucla.edu/major.htm
持続可能な開発。 人と環境の相互作用。 人口急増と経済発展が及ぼ
す地球環境への影響。
環境 , 大気 ・ 海洋科学 ,　土
木 ・ 環境工学 , 地球科学 ,
生態学 ,　進化生物学、 環
境衛生学
教育 /UP
ミシガン州立大学　
環境科学政策プログラム （米）
http://www.environment.msu.edu
環境科学政策に関する融合プログラム。 複雑な環境問題解決のため
の、 T 型能力、 多様な融合分野での研究マネジメント力獲得。 博士
課程副専攻および修士課程プログラム。
環境科学 ・ 政策 , 農業経済
学 , 動物科学 , 生物化学 , 
材料化学 , 他多数
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
アリゾナ州立大学　
国際サスティナビリティ研究所 （GIOS ・ 米）　
http://sustainable.asu.edu
異分野協業・統合。 諸課題 （都市化、 持続可能なエネルギー・資源、
水資源 ・ 食糧難、 生物多様性喪失、 経済開発と社会変革、 社会経
済的適応力） に対応する次世代リーダー育成。
GIOS, 建 築 , 景 観 , 土 木 ・
環境工学 , 経済 , 地理科学 ,
法律 , 公共政策
研究 , 教育 ,
サービス融合
ノートルダム大学　
生物学 ・ 環境 ・ 社会国際連関プログラム （GLOBES ・ 米）
http://globes.nd.edu
生物学・環境・社会の国際連関。 自然科学・人文学・法学の分野融合。
課題解決型リーダー育成。  博士課程プログラム （NSF 資金）。
生物科学 , 数学 , 物理 , 化
学 , 生化学 , 経済 , 計量経済 ,
哲学 , 歴史
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
アイオワ州立大学　
持続可能な農業プログラム （GPSA ・ 米）　
http://www.sust.ag..iastate.edu/gpsa
社会経済 ・ 環境面で持続可能な次世代農業構築。 天然資源多目的
管理。 システム思考、 問題の構造化。 異分野協業 ・ リーダーシップ
能力獲得。
農業 ・ 生物システム工学 ,
農業教育 , 動物科学 , 人類
学 , 生態学 , 経済 , 食品科学 ,
他多数
研究 /GP
ヨーク大学　
サスティナビリティ ・ イノベーション研究所 （IRIS ・ カナダ）
http://www.iris.yorku.ca
全学からサスティナビリティ関連の 11 名の教授が参画する異分野融
合研究組織。 カナダ政府等への地域密着型研究サービス提供 （持続
可能なトロント構築。 モンゴルの持続可能な水利用等）。
IRIS 研究 , 教育 ,
サービス
/UP ・ GP
フロリダ国際大学　
ラテンアメリカカリビアンセンター　
サスティナビリティサイエンス研究所 （ISSLAC ・ 米）　
http://lacc.fiu.edu/centers_institutes
ラテンアメリカ地域の環境 ・ 社会の相互作用に関する課題解決型融
合研究。 自然科学と社会科学の融合。 持続可能な開発促進、 適応
管理のための統合システム、 社会教育プログラム。 メキシコの森林コ
ミュニティ管理。 統合型地域密着型研究。
環境 研究 /GP
カリフォルニア大学　ＬＡ校　
サスティナビリティ ・ リーダープログラム （米）　
http://www.anderson.ucla.edu/leadersinsustainability.xml
持続可能性に関する異分野融合型思考のリーダー育成。 経営 ,　法学 , 公共政策 , 公
衆衛生 , 応用科学 , 工学 , 
地質 , 経済 , 環境
研究 , 教育 ,
サービス /GP
ピッツバーグ大学　
Mascaro サスティナビリティイニシアティブ （MSI ・ 米）
http://www.engr.pitt.edu/msi
持続可能なコミュニティーインフラ構築のための融合研究を通じ、 工学
系学生を対象とした育成を目指す 。 （NSF ・ 教育省資金）
化学工学 , 他大学 （ペンシ
ルバニア州立大 , カーネギー
メロン大）
研究 , 教育 ,
サービス /GP
アラスカフェアバンクス大学　
レジリエンスプログラム （米）　
http://www.rap.uaf.edu
生態学 ・ 経済学 ・ 政策科学 ・ コミュニティ ・ 地域開発のアプローチを
統合し、 地域システム機能を理解し、 環境 ・ 経済 ・ 文化的持続可能
性の獲得を目指す。 学者 ・ 政策決定者 ・ 経営者向けに、 地域の持
続可能性課題について、 解決能力を育成する。
北極生物学 , 人類学、 生物
学 , 経済 , 地質 , 地理 , 天然
資源管理 , 政策
研究 , 教育 ,
サービス /GP
ロマリンダ大学　
社会政策 ・ 社会研究プログラム （米）　
http://www.llu.edu/llu/grad/socialwork/phdmain.html
持続可能な開発政策分野に必要な統合的手法の獲得。 健康 ・ 知識
マネージメント ・ 農業 ・ 天然資源管理 ・ 貧困撲滅がアジェンダ。
社会科学 ・ 社会倫理 ・ 研究手法 ・ 統計 ・ 情報技術 ・ 専門社会政策
分野の博士課程向け融合カリキュラム。
社会環境 , 地球 ・ 生物科学 ,
公衆衛生 , 情報地質
研究 , 教育 ,
サービス /GP
ハーバード大学　
国際開発センター　
サスティナビリティサイエンスプログラム （米）　
http://www.cid.harvard.edu/sustsci
人間 ・ 環境システムの相互作用理解。 研究開発とイノベーション政策
とコミュニティ管理の関係改善。 グローバリゼーションと持続可能な開
発。 国際協力ネットワーク構築による能力開発。 農業、 生物多様性、
都市、 エネルギー ・ 資源、 健康、 水の持続可能性。 ポスドク ・ 産官
からの特別研究員が、 最短 5 年間プロジェクトに参画。
国際開発センター , ケネディ
スクール , 公衆衛生 , 医療 ,
教育 , 法学 , ビジネス
研究 , 教育 ,
サービス /PP
ペンシルバニアクラリオン大学　
持続可能性 ・ 政策科学プログラム （米）　
http://www.clarionedu/departments/phys/sustainability
科学分野の分析スキルと政策策定スキルを融合し、 環境課題解決力
を養成する。グリーンビジネスや州政府、NPO 向けの幅広い人材育成。
物理 , 生物 , 化学 , 数学 , コ
ミュニケーション,人類,地質,
地球科学 , 経済 , 哲学
研究 , 教育 ,
サービス /UP
カリフォルニア大学　サンディエゴ校　
環境 ・ 持続可能性イニシアティブ （米）　
http://esi.ucsd.edu
持続可能な課題解決のための教育 ・ 研究能力開発。 国内外 ・ 産学
とのイノベーティブな協業。 地域 ・ 国家 ・ グローバルの課題解決。
海洋学 研究 , 教育 ,
サービス
図表 6　北米の大学におけるサスティナビリティサイエンスの研究動向
参考文献 18）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注）種別の略号：UP（Undergraduate Program）、GP(Graduate Program)、PP(Post-graduate Program)
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大学　拠点 ・ プログラム名 主な目的 ・ 研究テーマ
参加学科
（下線がホスト）
種別
ザラゴザ大学　
環境クオリティと持続可能な開発 （スペイン ) 
http://wzar.unizar.es/servicios/epropios/oferta/194.html
持続可能な開発、 システム思考、 持続可能性指標、 天然資源 ・ エネ
ルギー利用の環境効率、 水管理、 社会経済組織、 貧困の要因 ・ 因
果関係・解決。融合分野の教育ギャップを補完。企業、国際NPO (Lead)
をはじめ、 学内外から講師を招聘。 技術者、 科学者、 経営者、 教育
者、 政府関係者等、 人文科学系を対象。 持続可能な開発を創造する
人材育成を目指した大学院プログラム。
機械工学 , 化学工学 , 環境
技術 , 応用物理 , 公共法 , 
環境 , 環境教育
研究 , 教育 ,
サービス融合
/PP
サセックス大学　
社会 ・ 技術 ・ 環境の統合持続可能性センター
（STEPS ・ 英）
http://www.steps-centre.org
2006 年 10 月設立した国際研究ハブ 。 英国政府の経済社会研究カウ
ンシル （ESRC） が支援。 国内外の科学者 ・ 政府関係者 ・ 市民 ・ 産
業界が参画。 ESRC が競争的研究資金提供し 5-10 年プロジェクトを
実施。 持続可能でレジリエンス （適応力） のある社会を実現するため
の、 技術・生態系・社会システムの統合アプローチ構築を目指す。 「食
糧と農業」 「健康と病気」 「水と衛生」 の領域で、 ダイナミクス、 統治、
不確実性な状況下での交渉法、 等をテーマ設定。 現実の課題に有効
な計量 ・ 解析ツールを駆使できる次世代社会科学者の育成。 エビデ
ンスベースの政策研究と新たな方法論構築。
開発 教育
ユトレヒト大学　
持続可能な開発 （蘭）
http://www.geo.uu.nl/mastersd
持続可能な開発に関する専門知識 ・ スキルの習得。 産学官の研究 ・
経営 ・ 政策マネジメント層を対象。 自然科学および社会科学の複眼
的視野での持続可能性解析、 研究企画 ・ 実行力、 コミュニケーション
能力の獲得。 欧米 ・ カナダ大学との連携構築。 カリキュラムは 「エネ
ルギー・資源」、 「土地利用・環境・生物多様性」、 「環境政策・管理」
の三分野。
コペルニクス研究所 研究 , 教育
マーストリヒト大学　
統合評価 ・ 持続可能な開発国際センター （ICIS ・ 蘭）  
http://www.icis.unimaas.nl
持続可能な開発概念について、 倫理学・法学・社会経済学・政治学・
環境学的基礎の把握。 統合評価手法を用いた持続可能な開発の定
量評価。 多様な視点からの統治手法・経営アプローチの実践的理解。
政府 ・ 産業のグループメンバーとして、 持続可能な開発戦略 ・ 統治
を実践する能力構築。
ICIS 研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
ルンド大学　
環境学 ・ サスティナビリティサイエンスについての国際修士
プログラム （LUMES ・ スウェーデン）
http://www.lumes.lu.se
持続可能な開発に向けた適切な課題設定、 相互関係体系化を通じ、
多様な視点から、 解決策を図る能力構築。 コミュニケーション能力。
複雑な課題の解析 ・ 対策立案能力。 多文化 ・ 異分野環境下への適
応力。
持 続 可 能 性 学 セ ン タ ー
（LUCSUS） , 政 策 科 学 , 経
済史 , 環境 , エネルギーシス
テム , 建築 , 設計 , 化学工学 ,
地理 , 法社会学
研究 , 教育 ,
サービス融合
/GP
持続可能な開発 （スウェーデン）
http://www.uu.nl/internationalmasters
持続可能なエネルギー ・ 資源 ・ 土地利用、 生物多様性、 環境政策 ・
管理。 人文社会と自然科学の学際融合的視点での持続可能性解析。
修士向けプログラム。
イノベーション ・ 環境科学 ,
化学
研究 /GP
ブレーキンゲ工科大学　
持続可能への戦略リーダープログラム（MSLS・スウェーデン）
http://www.bth.se/msls
持続可能な開発の戦略能力を有する指導者育成と国際的ネットワーク
構築を目指す。 持続可能な製品開発イノベーション研究イニシアティ
ブ （SPIRIT)、 環境 NPO 「ナチュラルステップス」、 中国昆明大学等
の他大学、 国内研究機関等との協力関係がある。
工学 , 経営 研究 , 教育 ,
サービス融合
/PP
イーストアングリア大学　
ティンドール気候変動研究センター （英 )　
http://www.tyndall.ac.uk
中長期的な英国および世界の気候変動政策をリードすべく、 国内外
の科学者・経済学者・技術者・社会科学者が一同に参画し、 産業界・
政府関係者 ・ マスコミ ・ 一般市民とともに、 持続可能な社会実現に向
けた分野融合研究 ・ 対話を行う。 実際の政策や行動に寄与する、 持
続可能に関する知見の集積を目指す。 統合評価 ・ エネルギー ・ 適応
に加え、 国際政策 ・ 国際開発 ・ 都市をプログラムに加える。
ティンドール気候変動研究セ
ンター , 他大学 （ケンブリッ
ジ大、 オックスフォード大、
サウザンプトン大、 ニュー
キャッスル大、サセックス大）
等
研究 /PP
図表 7　欧州の大学におけるサスティナビリティサイエンスの研究動向
参考文献 18）を基に科学技術動向研究センターにて作成
注）種別の略号：UP（Undergraduate Program）、GP(Graduate Program)、PP(Post-graduate Program)
出典：参考文献 18）
注）プログラム数：参考文献 18）の調査対象 4 プログラムの中で、該当するプログラム数
図表 8　欧米の大学におけるサスティナビリティサイエンスの実態
(a)　主な研究トピック (b)　学問領域の融合形成状況
(c)　サスティナビリティサイエンスへの参加学科 (d)　プログラムへの資金提供者
トピック プログラム数
人類と環境の相互作用 12
政策意思決定の妥当性 11
コミュニティ関与 ・ 意思疎通 10
システム思考 8
持続可能性 8
変革推進者としての学生 5
融合タイプ プログラム数
Inter-disciplinary 18
Multi-disciplinary 9
Trans-disciplinary 4
Cross-disciplinary 2
学科名 参画数 学科名 参画数 学科名 参画数
工学 14 環境科学 6 地質学 3
経済学 12 人文科学 6 公共政策 3
政策科学 11 法学 6 教育学 3
生物学 10 人類学 5 医学 ・ 薬学 3
経営学 10 化学 5 国際開発 2
総合科学 8 地理学 4 数学 2
建築学 7 物理学 4 社会学 2
農学 6 都市計画 4
資金提供者 プログラム数
大学 16
契約研究 12
NSF （米国国立科学財団） 8
寄付 8
政府 （米） 7
民間基金 5
学費 5
政府 （欧州） 5
企業 4
政府 （欧米以外） 3
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地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向 － IPCC 第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題－
ト」が推進された 16）。本プロジェ
クトを通じて創設されたフォーラ
ムの活動が、現在は米国科学振
興協会（AAAS）内の Innovation 
on Science and Technology for 
Sustainability（ISTS）フ ォ ー ラ
ムへとつながり、幅広いリンケー
ジを構築しながら発展している 17）。
連邦政府、州政府、民間など、多
様な主体が資金を拠出し、大学を
中心とする研究プログラムが多数
進行している（図表 6）。欧州におい
ても、英国、スウェーデン、オラ
ンダを中心に、同様の研究プログ
ラムが多数進行している（図表 7）。
　研究課題として取り上げられて
いるテーマとしては、「レジリエ
ンス（適応力）」等のモデル化や技
術・生態系・社会システムの統合
化アプローチを重視するものか
ら、科学分野の分析スキルと政策
策定・実行スキルの融合を通じ、
政府機関の関連施策を担う政策立
案者や国際機関・企業における課
題解決型リーダーの人材育成を主
眼とするものまで、非常に多様で
ある（図表 8(a)）。対象とする社会
システムのスケールも、地域社会
のコミュニティから、国レベル・
国際社会と、様々である（図表 6、
図表 7）。
　サスティナビリティサイエンス
に取り組む研究者は、工学・経営
学・政策科学・生物学が中心であ
るが、人文社会科学と自然科学の
境界を超えた様々な学問領域から
の参画があり（図表 8（C））、様々
な課題解決志向のアプローチが取
り組まれている（図表 8（ｂ））。
　このように、必ずしも方法論と
して十分に確立しているわけでは
ないが、大学が拠点となって産学
官のネットワークを構築し、多く
の研究プロジェクトを統合的に実
施することを通じ、カリキュラム
設計、参画研究者のキャリアパス、
必要なパートナーシップなど、次
の発展段階に向けた施策も明確に
されつつある（図表 9）。
（2）日本の状況
　2001 ～ 2005 年 の「 第 2 期 科
学技術基本計画」に基づいて、我
が国の気候変動関連研究の統合的
推進を目的に、総合科学技術会議
は、「地球温暖化研究イニシアティ
ブ」と呼ばれる府省連携の研究体
制を、2002 ～ 2006 年に設置し
た 19）。本イニシアティブは、①
第一約束期間に我が国の温室効果
ガス排出量を 1990 年比 6% 減と
する技術の実現、②排出削減シナ
リオの提示、③気候変動枠組み条
約での意思決定に資する科学的知
見を国際協力の元に提供する基盤
の構築、という 3 つの目標を掲げ、
気候変動分野で「温暖化総合モニ
タリング」、「将来予測・気候変動
研究」、「影響・リスク評価」、「対
応政策研究」という 4 つのプログ
ラムを設定し、多様な研究を統合
的に推進した。その後、2006 年
からの「第 3 期科学技術基本計画」
においても、引き続き環境分野が
図表 9　欧米の大学でのサスティナビリティサイエンス研究プログラム進展を
　　　　通じた抽出課題
出典：参考文献 18）
注）プログラム数：参考文献 18）の調査対象 49 プログラムの中で、該当するプ
ログラム数
(a)　プログラムの主な課題 (b)　必要とされている
　　パートナー
図表 10　サスティナビリティ学連携研究機構（IR3S）の体制
出典：参考文献 20）
今後対応の必要な課題 プログラム数
自然科学 ・社会科学融合研究／異分野協力 18
資金面 （研究費人件費 ・奨学金） 15
カリキュラム設計 9
学問的厳格性 （基礎と応用のバランス） 7
産学パートナーシップ構築 4
融合分野の業績評価 4
学生への魅力アップ 4
学問的方法論確立 3
制度組織設計 （学位プログラム、 選択科目） 2
研究者の質と数 2
キャリアパス 1
学生向けプロジェクト創出 1
規模 （グローバル、 ローカル） 1
教育環境の多様性確保 1
学生維持 1
パートナー種別
プログラム
数
学内他学部 25
他大学 （国内） 19
地方 ・州 ・連邦政府 14
他大学 （国外） 12
国内一般 12
国外一般 12
産業界 6
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重点推進 4 分野とされ、分野別推
進戦略の中で「地球温暖化・エネ
ルギー問題の克服」が重要課題と
された。しかし、前述のイニシア
ティブに相当する新たな活動は現
時点までは開始されていない。
　この間、東京大学を始めとする
国内 5 大学が中心となり、2005
年にサスティナビリティ学連携研
究機構（IR3S）が発足した。IR3S
は、企画運営本部、参加 5 大学の
研究拠点、および協力 6 機関から
構成されており（図表 10）、それ
ぞれの得意とする学術領域を中心
に、サスティナビリティサイエン
スに関わる連携フラッグシッププ
ロジェクトを推進している。
　IR3S では、地球規模の諸問題
の発現メカニズムを解明し、「持
続可能性（サスティナビリティ）」
という観点から、人類の生存基盤
となっているシステムを再構築す
る方策やビジョン・基準・指標の
提示を最終的な目標としている。
また、サスティナビリティサイエ
ンスの方法論確立を目指して、社
会に対するアウトリーチ活動、研
究教育人材の育成、国際学術論文
誌の発行、国際連携など、幅広い
活動を統合的に実施し、サスティ
ナビリティサイエンスにおける世
界トップクラスの拠点およびネッ
トワーク構築を目指している。
３‐３
IPCC第四次評価報告書に
対する日本の貢献度から
見た課題と要因
　サスティナビリティサイエンス
は新たな融合学術領域であり、発
展状況を定量的に捉えることが難
しい。しかし、地球温暖化問題に
対する課題解決という点において
は、IPCC 評価報告書は、現時点
で最も厳選された科学的知見の集
積であると言ってよいだろう。そ
こで、ここでは IPCC 評価報告書
における国別の貢献度を比較する
ことで、地球温暖化問題に対する
サスティナビリティサイエンス分
野の研究活動について、日本の位
置付けの定量的把握を試みる。
　IPCC は 第 一 次 評 価 報 告 書
（10 年）以来、ほぼ 5 年ごとに
評価報告書を公表している。評価
報告書の基本構成はほぼ一貫して
おり 21）、第 1 作業部会（自然科学
的根拠：以下「WG1」）、第 2 作業
部会（影響・適応・脆弱性：以下
「WG2」）、第 3 作業部会（気候変
動の緩和：以下「WG3」）の 3 つの
作業部会の報告書と、総合的に取
りまとめた統合報告書（SYR）か
らなり、地球温暖化問題に対する
サスティナビリティサイエンスの
対象とする研究課題を全て網羅し
ている（図表 5）。
　IPCC 評価報告書の執筆者の選
定にあたっては、科学的事実を純
粋に総合評価するために、一切の
政治的圧力を排し、厳格なルール
に基づいて、客観性を維持するよ
う努められている 22）。執筆者は、
役割に応じて以下の 4 種類に分類
されている。
① Coord inat ing Lead Authors
  （CLA）：担当する章全体の執筆
者、編集方針の決定者
② Lead Authors（LA）：担当する
章の執筆者
③ Review Editors（RE）：レビュー
プロセスの監視・助言者
④ Contributing Authors（CA）： 執
筆の協力・必要な情報（データ・
文献）提供者
図表 11　IPCC第四次評価報告書におけるCLA/LAの国別比率と順位
参考文献 2 ～ 4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 12　IPCC第四次評価報告書におけるCAの国別比率と順位
参考文献 2 ～ 4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
順位
第１作業部会
（自然科学的根拠）
第２作業部会
（影響 ・ 適応 ・ 脆弱性）
第３作業部会
（気候変動の緩和）
1 米国 22.5% 米国 10.0% 米国 18.3%
2 英国 10.4% 豪州 6.3% 日本 7.9%
3 豪州 8.1% 英国 5.9% 中国 6.8%
4 フランス 7.5% カナダ 5.9% オランダ 6.3%
5 中国 5.2% インド 5.0% ドイツ 5.2%
6 日本 5.2% ドイツ 4.5% 英国 4.7%
7 カナダ 5.2% ロシア 3.6% カナダ 4.2%
8 ドイツ 5.2% メキシコ 3.2% インド 4.2%
9 インド 4.6% 中国 2.7% 豪州 2.6%
10 ノルウェー 3.5% 日本 2.7% ロシア 2.6%
順位
第１作業部会
（自然科学的根拠）
第２作業部会
（影響 ・ 適応 ・ 脆弱性）
第３作業部会
（気候変動の緩和）
1 米国 34.0% 米国 17.8% 米国 13.3%
2 英国 12.4% 英国 12.6% オランダ 5.8%
3 ドイツ 8.1% カナダ 6.6% 日本 4.7%
4 フランス 6.2% 豪州 5.9% 英国 3.7%
5 カナダ 5.3% ドイツ 3.5% 中国 3.7%
6 豪州 4.9% フランス 3.3% カナダ 3.3%
7 日本 4.0% ニュージーランド 3.0% フランス 3.3%
8 スイス 3.5% インド 3.0% ドイツ 3.0%
9 中国 3.4% 中国 2.8% オーストリア 2.8%
10 ノルウェー 1.9% オランダ 2.8% インド 2.6%
14.　日本 1.9%
1Science & Technology Trends   March  2008
地球温暖化問題に対するサスティナビリティサイエンスの研究動向	－ IPCC第四次評価報告書に対する日本の貢献度から見た課題－
　CLA および LA は、各国政府
や国際機関が推薦した、各研究領
域におけるトップレベルの専門家
の中から選定される 23）。出身地
域・性別・年齢等の偏りが無いよ
う配慮はされるものの、CLA お
よび LA 選出数の国別分布（図表
11）は、ある研究領域において、
影響力のある中心的な研究者の分
布を反映していると考えられる。
また、CLA および LA は、担当
する研究分野における最新の科学
的知見について、原則として学
術雑誌に公表済みの査読論文を
引用して執筆する。したがって、
IPCC 評価報告書の引用論文にお
ける日本論文のシェア（図表 13）
は、日本の研究活動の多寡を反
映していると考えられる。一方、
CA は、LA だけではカバーしき
れない部分の執筆の協力や、必要
な情報提供を行う。CA の選出は
基本的には LA が行うが、影響力
のある国際論文を定常的に発表す
るとともに、国際会議などにも頻
繁に参加・発表し、国際的な研究
コミュニティで存在感のある研究
者が選出されている。したがって、
CA 選出数の国別分布（図表 12）
は、ある研究領域に関して、国際
的な存在感のある研究者の分布を
反映していると考えられる。
　このように、IPCC 評価報告書
について、研究領域ごとの執筆者
や引用論文数を国別に比較するこ
とで、各国における研究活動や、
研究者の国際的なプレゼンスにつ
いて、定量的に把握することがで
きると考えられる。2007 年に公
表された IPCC 第四次評価報告書
の各 WG の評価報告書 2 ～ 4）を参
照し、CLA、LA および CA それ
ぞれの人数を、所属機関の国ごと
に集計し、全体に占める比率を図
表 11、図表 12 に示した。また、
各 WG の評価報告書の引用論文
を参照し、日本人名が筆頭著者で
ある論文を日本論文として数え上
げ、全引用論文数に占めるシェア
を WG ごとに比較して図表 13 に
示した。
　執筆者全体に占める日本人の比
率の傾向を、WG1 ～ 3 の 3 分野
ごとに比較してみると、第１作業
部会については、CLA/LA が参
加国中第 6 位、CA が第 7 位で、
全体比率は４~5％である。第 2
作業部会は他の作業部会に比べ
ると日本の位置付けが相対的に
低く、CLA/LA が参加国中第 10
位、CA は第 14 位で、全体比率
は 2 ～ 3% の水準にとどまってい
る。第 3 作業部会は他と比較して
日本の位置付けが相対的に高く、
CLA/LA が参加国中第 2 位、CA
が第 3 位で、全体比率は 5 ～ 8％
を占めている。これらの数値を日
本の環境分野全体の論文被引用回
数シェア 7％ 24）と比較して見る
と、第 1 および第 3 作業部会の
対象分野においては、日本の環境
分野全体での平均並みかそれ以上
に日本の貢献があると言える。一
方、第 2 作業部会の対象分野につ
いては、世界的なレベルで見たとき
の貢献が低いだけでなく、日本の環
境分野全体の平均と比較しても、低
い水準にとどまっているといえる。
　また、IPCC 評価報告書におけ
る全引用論文に占める日本論文の
比率（図表 13）は、第一次評価報
告書と比較すると、いずれの作業
部会でも、改訂の回を重ねる毎に
レベルが向上している。しかし、
第四次評価報告書の CLA/LA あ
るいは CA に占める日本人の比率
と、全引用論文に占める日本論文
の比率を比較すると、各作業部会
とも日本人論文の比率のほうが下
回っている。これは、いずれの研
究領域でも、トップレベルの日本
人研究者の国際的なプレゼンスが
年々向上した結果、CA 等に選出
されて貢献を示しているものの、
質の高い研究全体の広がりや層の
厚みの面で、トップレベルの欧米
諸国と比較して、依然として差が
あることを示している。特に、第
1 作業部会の中で、気候予測や海
洋気候の領域における日本論文の
シェアは、相対的に水準が拡大
している。これは地球シミュレー
タやアルゴ計画などの大規模プロ
ジェクトが実施された成果と考え
ることができる。
　一方、他国の状況を見ると、米
国・英国・カナダはいずれの作業
部会においても、安定して上位の
プレゼンスを示している。特に、
京都議定書を離脱した米国でも、
研究自体は継続して高いパフォー
マンスを示している点は注目され
る。これらトップレベルの諸国で
は、自国地域を対象とする研究以
外に、周辺諸国地域や脆弱な地域
を対象とする国際的な研究が十分
なされている。日本の研究は国際
図表 13　IPCC評価報告書における全引用論文に占める日本論文の比率推移
参考文献 2 ～ 4、24、25) を基に科学技術動向研究センターにて作成
第１作業部会
（自然科学的根拠）
第２作業部会
（影響 ・ 適応 ・ 脆弱性）
第３作業部会
（気候変動の緩和）
第一次評価報告書
（1990 年）
0.7% 1.8% 引用文献記載なし
第二次評価報告書
（1995 年）
1.1% 2.2% 1.3%
第三次評価報告書
（2001 年）
2.2% 1.8% 2.4%
第四次評価報告書
（2007 年）
3.4%
★特に日本論文比率の高い分野
　 ・ 海洋気候変動観測 ： 8.0%
　 ・ 気候モデル評価 ： 6.0%
　 ・ 世界気候予測 ： 7.2%
　 ・ 地域気候予測 ： 4.4%
1.7% 2.9%
環境分野全体の日本
論文シェア／
被引用回数シェア
7.7%　／　7.1%
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協力という面で、まだ貢献が足り
ていないようにも思われる。
　それ以外の国について見ると、
京都議定書では温室効果ガス排出
削減義務のない中国やインドにお
いても、プレゼンスは日本に近い
水準にあると言える。特に第２作
業部会がカバーする適応策に関わ
る研究分野では、中国やインドは
日本を上回り、欧米に迫るプレゼ
ンスを示している点が注目され
る。今後バリ行動計画に沿って
200 年 COP15（コペンハーゲ
ン開催予定）に向けて適応策の枠
組構築を進める上で、途上国の議
論をリードする役割を果たしてい
る中国・インドにおける研究動向
には注視が必要である。
　特に近隣の中国との関係につい
ては、我が国のサスティナビリ
ティ研究拠点に中国人研究者を積
極的に招聘し、両国政府関係者や
産業界とも共同で、適応策研究や
フラッグシッププロジェクト推進
を通じた、国際共同研究ネット
ワークの構築を進める必要がある
だろう。それには、政府の国際協
力研究に対する支援体制について
も見直しが望まれる。環境分野に
限らず、これまで科学技術に関す
る国際協力については、研究～開
発～実用化～技術移転の段階ごと
に、関係省庁の多様な主体がそれ
ぞれの政策目的に沿って個別に実
施してきた。近年、科学技術外交
全般のあり方を、課題解決志向で
見直す動きが始まっている。科学
技術協力を通じた途上国の問題解
決能力向上を図るべく、文部科学
省と外務省で議論し、（独）国際協
力機構（JICA）・（独）科学技術振興
機構（JST）とで連携した国際共同
研究や、政府開発援助（ODA）による
人材派遣が検討され始めている。こ
の他、経済産業省では、（財）国際環境
技術移転研究センター（ICETT）、
（財）省エネルギーセンター、（独）新
エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）などを通じて、また
農林水産省では（独）国際農林水産
研究センター（JIRCAS）を通じ
て、個別に国際協力事業を実施し
ている。これらの省庁の連携を強
化する必要がある。
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出典：参考文献 26）
図表 14　日本の研究課題ごとのプロジェクト関連採択件数（左：科研費／右：各省プロジェクト）
図表 15　環境分野で人文社会科学と自然科学との連携研究を進める上での課題
出典：参考文献 27）
課題 解決の方向性
１．自然科学系研究者を中心とした研究プロジェクト運営
環境分野の問題解決型のプロジェクト研究は、自然科学系研
究者を中心として立上げ、後から人文社会系研究者の協力を
求めるケースが多く、問題意識の共有が図られず、人文社会
系研究者の関与と成果が十分得られない。
２．人文社会科学の課題
日本の人文社会科学分野の研究コミュニティでは、問題解決
型の研究が必ずしも高く評価されず、積極的に参画しようと
するインセンティブが働いていない。
３．共通理解の不足
自然科学系と人文社会科学系の相互に固有な述語と研究論理
に対する理解が不足している。
４．現場との情報交換不足
現実の環境問題に直接関与する政策担当者やＮＧＯ等との情
報交流が不足している。
５．若手研究者の育成
課題解決型の環境研究に必要なスキル（幅広い知識と深い専
門性）を若手研究者に指導できる教員が不足している。新し
い研究分野で若手研究者が将来のキャリアパスを描きにくい。
１．文理連携による政策研究の振興
持続可能な社会を目指した環境イノベーション実
現には、課題解決型の研究振興が不可欠で、成果
を現実の問題に結びつける政策研究を拡張・強化
するべきである。
２．政策研究ネットワークの構築・強化
自然科学や人文社会科学の研究シーズを活用し、
政策に反映できる成果をあげるには、問題解決を
図ろうとする、政策担当者やＮＧＯ等と、研究者
のネットワーク構築が必要である。
３．人材交流の活発化
研究現場と行政・政策現場との人材交流を促進し、
政策ニーズを研究現場に持ち込み、研究成果の政
策実施に活用を容易にする。
４．人材育成の強化
文系・理科系を分けた教育システムの弊害を打破
すべく、文理を跨ぐ副専攻制導入やカリキュラム
強化を図り、若手研究者を育成する必要がある。
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　地球温暖化問題の関係する領域
の拡大と複雑化を背景に、これま
での学問領域を超えた課題解決型
のアプローチとして、サスティナ
ビリティサイエンスが世界的に進
展してきている。このような背景
を踏まえて、今後我が国において
サスティナビリティサイエンスを
発展させる上で、想定される課題
をまとめ、以下の提言を行う。
（1）大学を中心とする課題解決
型研究の推進と知の集積化
　欧米同様、日本でもまずは大学
が中心となり、サスティナビリ
ティサイエンスとしての知識の体
系化を進めるべきである。一部で
は東大を中心とする連携研究機構
のような取り組みが始まってはい
るが、政策現場のニーズに根ざし
た課題解決型連携研究を、より多
様なアプローチで推進すること
で、関連する研究者層の厚みと集
積を増すことが先決である。その
際、IPCC の WG2 に対してより大
きな貢献を果たす等の、具体的な
目標設定することが必要である。
（2）民間活力の活用と多様な
キャリアパスの確保
　我が国の大学や公的研究機関に
おいて、課題解決型の方策を導く
サスティナビリティサイエンス研
究を一層進めるためには、政策決
定者との交流を通じて、日本とし
て推進していくべきテーマ設定を
することが前提である。それだけ
ではなく、大学と産業界との間で
も、より緊密な関係を構築し、日
本の強みである環境分野の技術力
や民間活力を、大学におけるサス
ティナビリティサイエンスの研
究推進に生かすことが重要であ
る。大学が産業界に対し、実践的
な学習機会や幅広い人脈形成の場
を提供することができれば、多様
な人材集積を一層進めることがで
きる。大学における課題解決型研
究の実践を通じて、産業界のニー
ズにあった人材育成が行われるな
らば、企画・経営部門などを中心
とした民間企業への採用も期待で
き、この分野の若手研究者の将来
ポストや多様なキャリアパスを確
保することにもつながる。
（3）新たな研究イニシアティブ
を通じた国際研究コミュニ
ティでのプレゼンス向上
　IPCC では、次の第五次評価報
告書（AR5）に向けた活動がすで
に始まっており、2013 年頃に公
表が予想されている。AR5 に向
けて日本が研究面でより大きく貢
献するためには、個々の研究者が
サスティナビリティサイエンスの
研究成果を英文論文として公表
し、国際会議等への積極的な参加
を通じ、国際的な研究コミュニ
ティでのプレゼンスを向上させる
必要があるのは言うまでも無い。
それだけではなく、第 2 期科学
技術基本計画期間中に総合科学
技術会議内に設置された「地球温
暖化研究イニシアティブ」のよう
に、我が国全体の関連研究を課題
解決志向で統合的に推進する組織
が不可欠である。イニシアティブ
を通じた情報発信によって、日本
の関連研究論文を国際研究コミュ
ニティに強力に押し込む仕組みを
構築し、日本の研究成果の存在感
を組織的に高めることが重要であ
　次に、サスティナビリティサイ
エンスに関わる我が国政府の研究
投資の状況を見てみる。図表 14
は、近年の科研費や各省庁におけ
る支援プロジェクト採択数の状況
を、サスティナビリティサイエン
スの対象研究課題ごとに比較して
見たものである 26）。第 1 作業部
会に関わる②炭素循環・濃度、③
温暖化・気候変動や、第 3 作業部
会に関わる⑥緩和策の分野の研究
課題での採択数が大部分を占めて
おり、第２作業部会に関わる①社
会構造・GHG 排出、④環境・社
会影響、⑤適応策、⑦社会システ
ムの分野の採択数が極めて少ない
状況が明らかである。IPCC 評価
報告書で第 2 作業部会が対象とす
る、影響・適応・脆弱性といった
研究分野における日本の貢献度が
低い要因としては、このように政
府の研究投資が相対的に少ない、
あるいは、そもそもこのような領
域に研究者がいないことが一因と
して考えられる。
　一方、第 2 作業部会が対象とす
る、影響・適応・脆弱性といった
研究分野は、サスティナビリティ
サイエンスの中では最も課題解決
志向なアプローチを必要とし、自
然科学と人文社会科学の境界・融
合領域にあたる。この分野に政府
の研究投資が相対的に少ない要因
として、自然科学と人文社会科学
の境界・融合領域の連携推進を阻
害する日本特有の課題があると考
えられている。図表 15 は、総合
科学技術会議で出された課題であ
り 27）、あわせて解決の方向性が
議論されている。今後は、さらに
議論を一歩進めて、関係者で具体
的方策をより一層、強化・推進し
ていく必要がある。
　すでに見てきたとおり、欧米で
は大学を中心に、いち早く、サス
ティナビリティサイエンスに関す
るプロジェクト研究やカリキュラ
ム化が、国や地方政府等により振
興された。自然科学と人文社会科
学や産学官の境界を超えて課題解
決志向の幅広い連携研究が柔軟か
つ体系的に発展しつつある。これ
ら欧米の優れた事例をベンチマーキ
ングした上で、連携研究推進の具体
的方策を策定することが望まれる。
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      Report, Working Group I Report 
"The Physical Science Basis", 
(2007 年 ) http://www.ipcc.ch/
ipccreports/ar4・wg1.htm
3)   IPCC Four th  Assessment 
Repor t ,  Work ing Group I I 
Report "Impacts, Adaptation 
and Vulnerability", (2007 年 )
      http://www.ipcc.ch/ipccreports
      /ar4・wg2.htm
4)   IPCC Four th  Assessment 
Report ,  Working Group I I I 
Report "Mitigation of Climate 
Change", (2007 年 ) http://www.
      ipcc.ch/ipccreports/ar4・wg3. 
htm
5)   環境省　地球温暖化影響・適応
研究委員会　2007 年 10 月 19 日
       プレスリリース
      http://www.env.go.jp/press/
press.php?serial=8933
6)    西岡秀三・原沢秀夫編「地球温暖
化と日本―自然・人への影響予
測」、古今書院（2001 年）
る。その結果、国境を越えた人的
ネットワークが拡大し、国際社会
のニーズをとらえた研究課題設定
につながり、さらに大きなインパ
クトのある研究成果を蓄積する好
循環を生むことが期待できる。
（4）国際世論をリードする途上
国のベンチマークと国際共
同研究ネットワーク構築
　これまで日本が十分取り組んで
こなかった自国以外の地域を対象
とするサスティナビリティサイエ
ンスの国際共同研究についても、
今後力を入れる必要がある。その
ためには、大学および公的研究機
関が自ら国際共同研究を増やす努
力をすることに加え、政府や産業
界もそれらに積極的に関与してい
く必要がある。
　今後、特に中国・インドからは、
我が国のサスティナビリティ研究
拠点に、研究者を積極的に招聘し、
両国政府関係者や産業界とも共同
で、適応策研究やフラッグシップ
プロジェクト推進を通じた、国際
共同研究ネットワークの構築を進
める必要があるだろう。このよう
なネットワーク構築は、環境分野
に強みを持つ我が国の民間企業に
とっても、将来の有望市場として
中国をはじめとする途上国におけ
る新たなビジネスモデル構築を図
る上で有効である。質の高い現地
情報の収集や人脈形成を通じ、戦
略的に研究開発課題を設定できる
とともに、新たな技術を初期の段
階から関係諸国の適応策と融合化
させることで、いち早く実用化を
促進できる可能性もある。自国以
外の地域の政策ニーズを的確につ
かんだ国際協力研究の厚みを増す
ことは、IPCC 評価報告書におけ
る日本の貢献度の一層の拡大につ
ながるものと考えられる。
（5）環境分野の国際協力事業に
関する関連省庁の連携強化
　上記のような、課題解決型のサ
スティナビリティサイエンスに関
する国際協力を推進する上で、政
府の国際協力研究に対する支援の
体制についても、現状からの見直
しが望まれる。これまで環境分野
に限らず、科学技術の国際協力に
ついては、研究～開発～実用化～
技術移転の段階ごとに、関係省庁
の多様な主体が個別に実施してき
た。総合科学技術会議内のイニシ
アティブ等が主体となって、これ
らの省庁間の連携を強化すること
で、環境分野の国際協力事業の中
で、課題解決型のサスティナビリ
ティサイエンスを実践的に推進す
ることが重要である。
5  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　2008 年 7 月に洞爺湖で開催さ
れる G8 サミットでは、日本が議
長国を務め、地球温暖化問題を主
要議題とする予定である。日本に
とっては、地球温暖化問題への
対応は待ったなしの状況にある。
2008 年 1 月のダボス会議にて、
福田総理は「クールアース推進構
想」を示す中で、21 世紀の挑戦に
立ち向かうためのキーワードは
「全員参加型の協力」であり、政府、
経済界、市民社会、学術界の連携
を実現していく必要性を述べてい
る 28）。関係する日本の科学者全
てが、地球温暖化問題に対しどの
ような貢献をできるのかを協同で
問い直し、日本のサスティナビリ
ティサイエンスを発信する良い機
会である。
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　21 世紀の始まりとともに、ナ
ノテクノロジーは社会に多大な恩
恵をもたらすエマージングテクノ
ロジーとして期待され、日米欧を
はじめ、世界各国において科学技
術政策の重点分野として位置づけ
られた。その反面、ナノテクノロ
ジーの健康・環境リスクなど、い
わゆるナノテクノロジーの社会的
影響に対する懸念も少なくない。
今やナノテクノロジーを科学技術
政策の重点分野とする国のほとん
どにおいて、ナノテクノロジーの
社会受容は国家プログラムの重要
課題として位置づけられている。
　ナノテクノロジーの社会的影響
に関する課題は環境・健康・安
全（Environmental, Health and 
Safety，EHS）関 連 の 課 題 と 倫
理・法・社会関連の課題（Ethical, 
Legal  and Societal  Issues，
ELSI）との二つに大別される（倫
理・法・社会関連の課題では「社会」
は社会的影響に比べて狭義に用い
られている）。環境・健康・安全
関連の至近の最重要課題はナノマ
テリアルの健康・環境リスク評価
管理である。一方倫理・法・社会
関連の課題については現在、テク
ノロジー・アセスメント、市民パ
ネルなどが人文社会科学研究者ら
によって行われ、それらを通して
課題が抽出・整理される段階にあ
る。
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する取り組みは、現在はそれら
が受け入れられていないという前
提では決してない。現時点におい
てはナノテクノロジー・リスクの
顕在化の指摘もない。そもそも期
待されるナノテクノロジーの多く
がまだ研究開発段階にある。した
がって社会受容に関する取り組み
は、将来の社会にとっての利益を
より大きくし、一方でリスクをよ
り小さくし、またリスク不安を適
切に抑えるべく進められている。
したがって、一方的にリスクが取
り扱われるべきではない、という
のが関係者に共通した認識であ
る。実際にはリスクが議論される
面は多いが、それでも従来の新技
術開発ではほとんど見られなかっ
たであろう、研究開発側の強い関
心、さらにはリスク評価管理側と
の協力の姿勢が認められる。
　なお、科学技術に関して「社会
受容」という言葉は、「社会に適切
に受け入れられること」という「価
値」を含む場合と、単に「社会への
受け入れられ方」という「状態」を
指す場合がある。前者の例として、
2005 年度科学技術振興調整費「ナ
ノテクノロジーの社会受容促進の
ための調査研究」が代表的であり、
本稿もそれに倣った。しかし後者
の場合も決して少なくない。特に
英語では social acceptance また
は public acceptance となり、後
者に該当する場合の方が多いので
十分留意すべきである。
　ナノテクノロジー・リスクがこ
のように意識されるようになった
背景の一つに、遺伝子組み換え作
物の前例がある。研究開発として
は成功し、何のリスクも確認され
ていなかったにも係わらず、遺伝
子組み換えからイメージされるリ
スク不安の大きさのために、世界
の市場に受け入れられなかった。
この前例は米欧先進諸国にとって
大きな教訓となり、ナノテクノロ
ジーの社会受容に関する取り組
みが米国において 2000 年に起こ
り、欧州がそれに続いた。
　一方、日本の場合には、遺伝子
組み換え作物の前例の影響はほ
とんどなく、2004 年 6 月に米国
ワシントン D.C. 郊外で開催され
た「第 1 回責任あるナノテクノロ
ジー研究開発に関する国際対話」
に参加するまで、日本では本格的
な議論は行われなかった。ただし
それまで決して無関心だったわけ
ではなく、例えば欧米の動向調査
は随時行われていた。その効果も
あって、2004 年 8 月に（独）産業
技術総合研究所主催の討論会「ナ
ノテクノロジーと社会」が開催さ
れた後、比較的短期間のうちにナ
ノマテリアルリスク評価研究プロ
ジェクトが立ち上げられた。
科学技術動向研究
ナノテクノロジーの
社会受容に関する取り組み
竹村　誠洋
客員研究官
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至近の最重要課題：
ナノマテリアルの健康・
環境リスク評価管理
　ナノマテリアルは、一般に代表
寸法（粒径、断面径、膜厚など）
が 100nm 以下の粒子、繊維、膜
などで、いずれも工場（実験室を
含む）で生産された材料である 1)。
特に粒子の場合は工業用ナノ粒子
と呼ばれることも多いが、リスク
評価を議論する場合にはナノマテ
リアルと実質的に同義に使われる
と言ってよい。なお「マテリアル」、
「工業用」には、ディーゼル排ガス
粒子のように「非意図的に」生成す
るナノ粒子と区別する意図も含ま
れている。
　現時点におけるナノマテリアル
のリスクは潜在的ではあるが、ア
スベスト、ディーゼル排ガス粒子
の事例などを鑑みて、重要視され
ている。ナノマテリアルは同じ化
学式を持つバルクの物質とは異な
る特性を持つと認識され、特にバ
ルクよりも大きな健康・環境影響
を及ぼすと考えられている。その
主な理由として、ナノマテリアル
化することにより、同一重量のバ
ルク物質と比べて、個数と表面積
が膨大になることが挙げられる。
ナノマテリアル化により、その特
性がより露出し、また異物質の吸
着が起こりやすくなり、その影響
が現れる可能性も高くなる。この
他に、ナノマテリアル化により特
性そのものが変化する可能性も指
摘されている。
　ナノマテリアルのリスクを被る
対象として、労働者（研究者を含
　本稿では、まずナノマテリアル
の健康・環境リスクを中心に、ナ
ノテクノロジーの社会的影響に関
する議論について述べ、次にその
社会受容に関する日米欧の取り組
みおよび国際協力について紹介す
る。最後に、今後の日本の取り組
みに必要とされる点を抽出する。
む）、消費者、環境の 3 つが挙げ
られる（図表 1）2)。現時点ではナ
ノマテリアルの生産量は相対的に
少なく、それが空中に浮遊する環
境は工場、実験室に限られると
言ってよい。したがって被ばくす
る可能性が最も高いのは労働者で
ある。実際に、現在実施されてい
るプロジェクトのほとんどが彼ら
の安全衛生を目的としている。こ
れに対して消費者の場合は、医薬
品、化粧品、食品など、環境の場
合は環境浄化剤、農薬、廃棄物な
どに含まれるナノマテリアルがリ
スクの源となる。消費者に関して
は特に、ナノマテリアルを使用す
る化粧品、日焼け止めがリスク評
価管理の対象として関心を集め始
めている。一方、環境に関しては、
まだナノマテリアルの生産量が少
ないことから、その影響評価の優
先度は低いと見なされている。
　ナノマテリアルが生体に及ぼす
悪影響、すなわちハザード（有害
性）として主に検討すべき影響は
次のとおりである 3）。
　・免疫反応に及ぼす影響
　・発がん性
　・神経系に及ぼす影響
　・消化系に及ぼす影響
　・生殖機能に及ぼす影響
　ハザード評価の際、体内動態、
すなわちナノマテリアルがどうい
う経路を経てどこに到達するか、
さらにそこにいかにして留まるか
分解されるか、あるいは排泄され
るかを把握することが極めて重要
である。例えば労働環境において
は、ナノマテリアルの生体内への
取り込みの最初の段階として、吸
入と皮膚接触が検討される。吸入
の場合、気管、肺に至るまでに沈
着する可能性、さらに血管を経由
して各種臓器に行き渡る可能性、
リンパ節に移行する可能性、消化
系から血中に移行する可能性、嗅
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図表 1　ナノマテリアルのリスク評価管理の対象
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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球などから神経系に移行する可能
性、などが指摘されている。一方、
皮膚接触の場合は、角質層を透過
して体内に入る可能性が指摘され
ている。体内動態を把握しつつ、
対象と考えられる臓器に及ぼすナ
ノマテリアルの影響を調べること
が肝要である。実際にはナノマテ
リアルが到達し得ない部位に人為
的に投与する実験は適切とは言え
ない。逆に、ナノマテリアルがあ
る部位に到達しても、そこで何の
悪影響を及ぼさない場合もある。
存在するだけで悪いと決めつける
ことも誤りである。
　ナノマテリアルの管理において
は、従来の化学物質管理と同様、
ハザードではなくリスクを管理す
る、ということが世界各国の取り
組みで大前提となっている。リス
クは物質に固有なハザードと、曝
露（被ばくする確率）のかけ算（リ
スク＝ハザード×曝露）で定量化
される。つまり、ハザードが大き
い場合でも曝露を低減するように
管理すればリスクを小さくでき
る、という考え方である。リスク
管理は規制あるいはガイドライン
などに基づいて行われ、リスク評
価研究はそれを作成するために必
要な知見を揃えるために行われる。
　リスク管理を適切に行うために
は、リスクの定量的評価が必要で
ある。したがってハザード、曝露
も定量的に評価する必要がある。
いずれについても、ナノマテリア
ルのための評価方法はまだ確立さ
れておらず、その確立とデータ蓄
積を並行して行おうとしているの
が現状である。工業用ナノ粒子の
ハザードおよび曝露の評価方法に
必要な代表的技術課題として以下
の（1）～（4）が挙げられる 3)。
（1）試験物質の確立
　標準試験物質の確立は過去数年
間にわたって緊急の課題と位置づ
けられてきた。かつてナノマテリ
アルの不純物、表面状態など、性
状のバラつきは大きく、同一製造
者によるナノマテリアルですら
バッチごとに性状が変わるという
のが実状であった。現在は製造プ
ロセスの進歩により、カーボンナ
ノチューブなどの代表的ナノマテ
リアルの場合、合成方法が同じで
あればその性状のバラつきは生体
影響評価を行う上で十分に小さい
と言える。しかし合成方法が異な
れば、化学式は同一であってもそ
の性状は大きく異なる。したがっ
て、それらを用いた生体影響評価
試験において、同一物質を扱った
つもりでも相反する結論が導かれ
ることは珍しくない。
　また、これまでに行われた研究
の多くは、同じ重量ならば粒径が
小さいナノ粒子ほど大きいハザー
ドを示す傾向を示している。アス
ペクト（縦横）比もアスベストの事
例から重要視されている。しかし
用量反応関係が個数、表面積、あ
るいはその他の幾何学因子のいず
れで整理されるかは、まだ十分に
把握されていない。評価項目に
よって支配因子が異なる可能性も
十分にある。したがって製造にお
ける形状制御範囲が大きいことも
標準試験物質に求められる条件の
一つである。上記をふまえて、標
準試験物質の選択または製造技術
開発を行う必要がある。
（2）生体投与方法の確立
　労働環境においては、ナノマテ
リアルが呼吸器系から生体内へ取
り込まれる場合が最も重大視され
ている。動物実験の場合、全身曝
露試験、すなわちチャンバーにナ
ノマテリアルを含む空気を流し、
その中に動物を置く試験が最も実
環境に近い投与方法である。この
実験はナノマテリアルの気中分散
に高度な技術を要する。標準化さ
れた試験装置が無いため、機差に
よる試験結果のばらつきが予想さ
れる。一方、より簡易かつ普及し
ている投与方法として、ナノマテ
リアルを水中に分散し、それを注
射器で動物の気管内に投与する方
法がある。この場合の課題として、
ナノマテリアルの水中分散技術の
向上が挙げられる。水中でのナノ
マテリアルの凝集を抑えるために
分散剤（界面活性剤）が使用される
ことが多いが、分散自体が生体に
及ぼす可能性が指摘されている。
　もう一つ検討されるべきルート
が皮膚からの取り込みであり、こ
れは塗布試験によって評価されて
いる。かつては、ナノマテリアル
は角質層を透過しない、と報告さ
れたが、これは限られた試験条件
での結論であった。その後、長期
試験、傷んだ皮膚を用いた試験な
ども必要であると指摘されてい
る。また毛穴から侵入する可能性
もある。なお消化器系から取り込
まれる可能性もあるが、現時点で
は呼吸器系や皮膚に比べると可能
性は小さいと考えられている。た
だし十分な実証データが得られて
いるわけではない。
（3）体内動態解析技術の確立
　呼吸器系からのナノマテリアル
の取り込みにおいて、気道および
肺胞に沈着したナノマテリアルは
まだ比較的追跡しやすいが、血中
に移行した場合、その後の動態、
さらに最終的に排泄されるか体内
に残留・蓄積するかを把握するこ
とは極めて重要であるが非常に困
難である。体内動態解析技術とし
て高感度な分析技術、生体反応に
影響を及ぼさないマーカーなどの
開発が期待される。またリンパ節、
神経軸索を経由する可能性も指摘
されており、それらを調べる技術
を確立する必要もある。
（4）曝露計測
　どのくらいの量のナノマテリア
ルがどのような過程を経て人体に
取り込まれるか、曝露シナリオを
構築するためには、労働環境にお
けるナノ粒子計測が不可欠であ
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る。ナノマテリアルはミクロン
オーダーで凝集しやすい。しかし
ナノサイズのまま存在する粒子の
確率がゼロと言い切ることはでき
ない。さらに生産量の増加、用途
の拡大に伴い、ナノマテリアルの
工場生産から貯蔵、運搬、使用、
廃棄に至るまで、ライフサイクル
を通しての曝露を検討する必要性
が生じてくる。その際に、大気、
河川、土壌などにおけるナノ粒子
の動態解析技術も開発課題となる。
　現状ではナノマテリアルのリス
ク評価を行うための十分な科学的
データはまだ蓄積されていない。
ナノマテリアルの生産量は従来使
用されている化学物質と比較して
少ないとはいえ、規制、ガイドラ
インなどが確立されるまでの間に
も、生産量は増加し続けている。
これに対して、現実的な安全衛生
対策の中で最善と考えられるもの
を行う、すなわちベストプラク
ティスの実行が求められる。
２‐２
将来のナノテクノロジーの
潜在的リスク
　2000 年の米国の国家ナノテクノ
ロジー戦略(National Nanotechnology 
Initiative: NNI) 開 始 当 初 か ら、
研究開発のみならず社会的影響に
関しても主導的役割を果たし続
けてきた米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF) の
Roco 氏はナノテクノロジーを 4
つの世代に分け、おのおのの特徴
を示した。さらに Roco 氏は各世
代のナノテクノロジーの潜在的リ
スクについて、IRGC (International 
Risk Governance Council) と
共 同 で 著 し た White Paper on 
Nanotechnology Risk Governance
の中で、その状況を整理した（図表
2）4)。各世代のナノテクノロジー
の特徴は次のとおりである。
(1) 第 1 世代：受動的ナノ構造
（2000 年には実用化段階に
入っていた）
　エアロゾル、コロイド、コーティ
ング、ナノ粒子強化複合材料など、
ナノマテリアルは比較的単純な形
態をもつナノ構造を有し、気体、
液体、固体の中に分散して使用さ
れるように開発された。
(2) 第 2 世代：能動的ナノ構造
（およそ 2005 年以降には実
用化段階に入ったと見なさ
れる）
　ナノ DDS（ドラッグ・デリバ
リー・システム）、バイオデバイ
ス、３次元構造素子、NEMS （ナ
ノ - エレクトロ - メカニカル・シ
ステム）など、ナノ構造の物理的・
化学的特徴が第 1 の世代に比べ
て格段に複雑さを増し、かつ作用
も制御範囲内で時々刻々と変化す
る（現在推進されている研究開発
の多くがここに属すると見なされ
る）。またエレクトロニクス分野
では CMOS（複合金属酸化物半
導体）が性能限界に達し、さらに
カーボンナノチューブ半導体など
のポスト CMOS（ただし電荷ベー
スのまま）への移行も考えられる
時期であり、ナノテクノロジーが
このような移行に大きく寄与する
と期待される。
(3) 第 3 世代：系統的ナノシス
テム（およそ 2010 年以降に
実用化が始まると予想され
る）
　ナノ構造が３次元方向に組織化
しつつ拡大し、機能を果たすよう
になる。またエレクトロニクス分
野では電荷ベースから、電子スピ
ン、核スピンなどを用いたデバイ
スの登場も考えられる。
(4) 第 4世代：分子ナノシステム
（およそ 2015/2020 年以降
に実用化が始まると予想さ
れる）
　分子レベルからナノ構造システ
ムを設計し、製造する。また期待
される機能として、人間と機械の
インターフェイスがあり、例えば
人工の感覚器官と神経を高度に接
続するものである。
　Roco 氏らはナノテクノロジー
のリスクおよびその評価管理に関
して、第 1 世代と第 2 世代以降
の間に大きな差異があることか
ら，第 1 世代に対応するリスクを
フレーム 1，第 2 世代以降に対応
するリスクをフレーム 2 と呼んで
大別した。第 1 世代のリスクに
は、不可避的に生体内、環境内に
取り込まれるナノマテリアルのリ
スクが含まれる。ここでは、潜在
的リスクが何であるかを概ね把握
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図表 2　ナノテクノロジーの世代とリスクの状況
参考文献 4）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2008年 3月号
28
でき，さらにその評価管理体系も、
ナノスケールを扱うことに伴う技
術的課題はあるものの、既存の化
学物質評価管理体系をベースにし
て構築が進められてきた。しかし
第２世代以降については、リスク
評価管理に関する議論が始まった
ばかりである。
　例えば、第 2 世代のナノマテリ
アルは生体内または環境内に積極
的に取り込まれる点で、第 1 世代
とは大きく異なる。
２‐３
ナノテクノロジーの倫理・
法・社会関連の課題
　ナノテクノロジーの倫理・法・
社会関連の課題に関しては、テク
ノロジー・アセスメント、市民パ
ネルなどが、人文社会科学者らに
よって実施されている。しかしま
だ具体的課題が十分に抽出・整理
されていない。その大きな理由と
して、①注目すべきナノテクノロ
ジーの多くが研究開発段階にあ
り、実感できないこと、②学際的
であり、広範囲であること、③実
用化されたときには既存産業の製
品・技術の一部として取り込まれ、
ナノテクノロジー固有の効果が見
えにくいこと、などが挙げられる。
取り組みの多くは研究開発担当者
の話の中から課題を抽出・整理す
る段階にある。
3  ナノテクノロジーの社会受容に関する日米欧の取り組みおよび国際協力●
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する取り組みは米国が最も進ん
でおり、欧州、日本がそれに続く。
以下、日米欧のおのおのの代表的
な取り組みおよび国際協力の現状
について述べる。
３‐１
米国
　米国政府は 2000 年の国家ナノ
テクノロジー戦略（NNI）の開始時
点で社会、倫理、法整備を重要課
題として掲げた 5)。基本的には図
表 3 のとおり、既存の政府機関が
従来の対象をそのまま担当してい
る 6)。また米国科学財団 (National 
Science Foundation: NSF)、 米
国エネルギー省 (Department of 
Energy: DOE)、 米 国 国 防 総 省
(Department of Defense: DOD)
は大学研究センターを支援してい
る。環境・健康・安全 (EHS) 関
連への投資額および国家ナノテク
ノロジー戦略全体に占める割合を
図表 4 に示す 7)。
　ナノテクノロジーの環境・健
康・安全関連分野においては、米
国 環 境 保 護 庁 (Environmental 
Protection Agency: EPA) と
米 国 国 立 労 働 安 全 衛 生 研 究 所
( N a t i o n a l  I n s t i t u t e  f o r
O c c u p a t i o n a l  S a f e t y  a n d 
Health: NIOSH) の取り組みが早
くから活発であった。米国環境保
護庁はナノマテリアルリスク評価
管理を化学物質総合管理に係わる
既存の体系、例えば TSCA (Toxic 
Substance Control Act) を 基 礎
に進めることを表明し、2005 年
12 月にナノテクノロジー白書を
発表した 8)。また米国環境保護庁
は民間企業、NGO によるナノマテ
リアル安全性評価管理プログラム
の支援、大学の健康・環境影響に関
する研究の財政支援も行っている。
　一方米国国立労働安全衛生研究
所は規制機関ではなく研究機関で
あり、そのミッションは安全な労
働環境をつくりあげていくために
必要な情報を整えることである。 
彼らはナノテクノロジーから生
じる労働安全および健康に関す
る 10 の重要課題の解決のための
スケジュールを示した )。実際に
は彼らはカーボンナノチューブを
中心に、ナノ粒子の発生から捕集
方法に至るまで、総合的な研究を
行っている。
　個々の機関のプログラムに加え
て、省庁連携プログラムとして、
NTP (Nat ional  Toxicology 
Program)、NEHI (Interagency
Working Group on Nanotechnology
Environmental  and Health 
Implications) などがある。NTP
はカーボンナノチューブ、量子
ドット、二酸化チタン、フラー
レンのリスク評価を目的とし、
NEHI はナノテクノロジー産業化
・ 労働環境 ： 米国労働安全衛生局
(Occupational Safety and Health Administration: OSHA)
米国国立労働安全衛生研究所
(National Institute for Occupational Safety & Health: NIOSH)
・ 医薬品 ： 米国食品医薬品局
(Food and Drug Administration: FDA)
・ 食品 ： 米国食品医薬品局 , 米国農務省
(US Department of Agriculture: USDA)
・ 消費財 ： 米国消費者製品安全委員会
(Consumer Product Safety Commission: CPSC)
・ 環境 ： 米国環境保護庁
(Environmental Protection Agency: EPA)
・ 標準化 ： 米国国立標準技術研究所
(National Institute of Standard and Technology: NIST)
図表 3　ナノテクノロジーの健康・環境影響に関する米国政府機関の担当
参考文献 6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
2Science & Technology Trends   March  2008
ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み
に対して、既存の規制等またはそ
の延長の適用が適切か否かを評価
することを目的とする。
　 公 的 機 関 以 外 で は、WWICS 
(Woodrow Wilson International 
Center for Scholars) と ICON 
( In t e rna t i ona l  Counc i l  on 
Nanotechnology) が 活 発 に 取
り 組 ん で い る。WWICS は 世 界
のナノテクノロジーの環境・健
康・ 安 全 関 連 の 公 的 研 究 プ ロ
ジェクトのデータベースを構築
し て い る 10)。 一 方 ICON は ラ
イ ス 大 学 の CBEN (Center for 
Biological and Environmental 
Nanotechnology) の主導により
設立された、産・学・官・NGO
からなる国際的組織である 11)。
彼らはナノテクノロジーの環境・
健康・安全関連の課題に国際協力
をもって取り組むことをミッショ
ンとする。特に健康・環境・安全
に関する知識データベース (EHS 
Database) がよく知られている。
データベースには 1300 件を超え
る文献が登録されており、公開さ
れている。
　一方、倫理・法・社会関連の課
題に関しては、米国科学財団が
ナノテクノロジーと社会に関す
る中核拠点として CNS (Center 
for Nanotechnology in Society)
を公募し、アリゾナ州立大学の
CNS-ASU とカリフォルニア大学
NSF DOD DOE NIH NIST EPA CSREES NIOSH TOTAL
  2006 年度
  実績 21.0 1.0 0.5 5.2 2.4 3.7 0.1 3.8 37.7
  2007 年度
  見込 25.7 1.0 0.0 4.6 1.8 8.0 0.1 4.6 45.8
  2008 年度
  要求 28.8 1.0 3.0 5.7 5.8 9.6 0.1 4.6 58.6
EHS Total NNI Total EHS/NNI
  2006 年度
  実績 37.7 1351.2 2.8%
  2007 年度
  見込 45.8 1392.1 3.3%
  2008 年度
  要求 58.6 1444.8 4.1%
図表 4　米国の国家ナノテクノロジー戦略（NNI）における環境・健康・安全 (EHS) 関連への投資額
NSF:
DOD:
DOE:
NIH:
NIST:
EPA:
CSREES:
NIOSH:
National Science Foundation
Department of Defense
Department of Energy
National Institute of Health
National Institute of Standard and Technology
Environmental Protection Agence
Cooperative State Research, Education, and Extension Service (USDA)
National Institute for Occupational Safety & Health
サンタバーバラ校の CNS-UCSB
が 選 ば れ た 12、13)。 ま た CSU-
ASU は 同 様 の 課 題 に 取 り 組 み
世界各国の社会科学者に呼びか
け、「ナノテクノロジーと社会国
際 ネ ッ ト ワ ー ク (International 
Nanotechnology and Society 
Network: INSN)」を 2005 年 1 月
に設立した 14)。このネットワー
クの幹事的役割を果たす機関は
CNS-ASU の ほ か に、 ラ ン カ ス
ター大学（英国）、DEMOS（英国）、
NanoNed（オランダ）がある。
３‐２
欧州
　EU の第 6 次フレームワークプ
ログラム (FP6) の環境・健康・安
全関連のプロジェクトがあり、そ
の中で Nanosafe が代表的な組織
的プロジェクトである 1)。その第
1 期では①ハザードの可能性に関
する既存の情報の収集、②労働
者、消費者および環境に及ぼすリ
スクの評価、③人体に及ぼすリス
クのメカニズムの検討、④危険を
できるだけ未然に防ぐための指針
の構築、⑤規制対策のためのガイ
ドラインの勧告、が行われた。さ
ら に そ の 第 2 期 Nanosafe Ⅱ で
は、ナノマテリアルのハザード情
報収集、労働者・消費者・環境の
リスク評価、ヒトの健康に対する
リスク評価のメカニズム、危険
を未然に防ぐための適正実施基
準（code of good practice）の 考
案、規則のためのガイドラインの
推奨を目的とする。またこの他に
第 6 次フレームワークプログラ
ムのプロジェクトとしては Nano-
pathology（診断法・機器の開発、
病理メカニズムの解明、病理学上
の重要性の検証）、Nanoderm（ナ
ノ材料の皮膚への影響に関する研
究）などがある。さらに 2007 年
に開始された第 7 次フレームワー
クプログラム (FP7) においても環
境・健康・安全関連分野の国際共
同研究が企画されている。
　一方、倫理・法・社会関連課題
に関しては、第 6 次フレームワー
クプログラムの組織的プロジェク
トとして実施された Nanologue
が 代 表 的 で あ る 15)。 こ れ は
Wuppertal Institute for Climate, 
Env i ronment  and  Energy
（ドイツ）、Empa (Swiss Federal 
Laborator ies  for  Mater ia ls 
Testing and Research、スイ
ス )、Forum for the Future（英
国 ）お よ び triple innova（ ド イ
ツ）が実施機関となり、2010 年
までに実用化が見込まれ、かつ
社会への影響が大きいナノテク
ノロジーとして、エネルギー変
換・貯蔵，医療診断，食品包装を
取り上げ、これらに対して、環境
参考文献 7）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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への作用、健康、プライバシー、
アクセス、責任、規制、管理の
視点から、アセスメントを行っ
た。ここで「アクセス」では「ナノ
デバイド (nano-divide)」など、貧
富の差などが技術の恩恵に預か
ることへの妨げになるかが問題
とされている。本プロジェクト
の成果報告書として“The future 
of nanotechnology: We need to 
talk”が出されている。
３‐３
日本
　日本におけるナノテクノロジー
の社会的影響に関する公開の討論
は前述の（独）産業技術総合研究所
の討論会「ナノテクノロジーと社
会」によって開始された。特筆す
べきことの一つは、この活動を通
して（独）産業技術総合研究所、（独）
物質・材料研究機構、（独）国立環
境研究所、国立医薬品食品衛生研
究所と、初めて異なる省が管轄す
る独法および国立研究所の協力体
制が形成されたことである。
　この討論会の議論が発展する
形で、2005 年度に文部科学省科
学技術振興調整費「ナノテクノロ
ジーの社会受容促進に関する調査
研究」が実施された 16)。（独）産業
技術総合研究所が代表機関とな
り、上記 4 機関が 5 つのワーキ
ンググループを構成し、①ナノマ
テリアルのリスク評価手法、②ナ
ノマテリアルの健康影響、③ナノ
マテリアルの環境影響、④ナノテ
クノロジーの倫理・社会影響、⑤
ナノテクノロジーの社会受容性促
進のための技術評価、経済効果、
に関する調査研究を行った。こ
の調査研究の過程で公的研究機
関、ナノテクノロジー関連民間企
業、政府の役割が徐々に明確化さ
れ、最終的に提言としてまとめら
れた。提言の中では特にナノマテ
リアルの健康・環境影響評価が重
視され、公的研究機関、企業、政
府の責任ある取り組みとして、公
的研究機関がナノマテリアルの生
体影響、曝露量、ライフサイクル
に関する研究の主体となり、企業
はそれに協力する一方でベストプ
ラクティスを構築し、政府は府省
連携のもと、ロードマップ作成、
アウトリーチ活動、国際連携など
に関する枠組みを確立することが
求められた。また現行の第 3 期科
学技術基本計画の策定に際し、ナ
ノテクノロジー・材料分野の分野
別推進戦略の中に「安全・安心に
資する取組と責任ある研究開発推
進」の項が設けられたことも、上
記調査研究の成果の一つとして挙
げてよいと考えられる 17)。
　上記調査研究は、2006 年度に
は同じく科学技術振興調整費の
「ナノテクノロジー影響の多領域
専門家パネル」に受け継がれた 3)。
（独）物質・材料研究機構が代表機
関となり、2005 年度の調査研究
の中で、緊急度・重要度の観点か
ら次の 4 つのテーマが取り上げ
られ、各テーマに対して幹事機関
のメンバーを中心とするタスク
フォースが設けられた。①標準的
ナノ試験物質とキャラクタリゼー
ション技術の検討（幹事機関：（独）
物質・材料研究機構）、②ナノ物
質の生体等への影響の優先的試験
事項の検討（国立医薬品食品衛生
研究所）、③ナノ物質のライフサ
イクル管理のための動態把握事項
の検討（（独）国立環境研究所）、④
ナノテクノロジーの技術アセスメ
ントとコミュニケーションの検討
（名古屋大学）。各タスクフォース
の調査研究および約 40 名の多領
域専門家パネルの討論により、材
料科学、毒性学、人文・社会科学
などに関する具体的課題が抽出さ
れ、整理された。例えばナノマテ
リアルのリスク評価に関しては、
2-1 節に述べたような標準試験物
質、生体投与、体内動態解析、曝
露評価、ライフサイクル評価に関
する技術の確立が急務として位置
づけられた。
　調査研究のみならず、実験を
伴ったナノマテリアルリスク評価
研究も別途開始されており、その
成果が待たれる。2005 年度に経
済産業省が（独）産業技術総合研究
所に委託した「ナノ粒子の安全性
評価方法の標準化」、同年度に厚
生労働省が国立医薬品食品衛生研
究所に委託した「ナノマテリアル
のヒト健康影響の評価手法の開発
に関する研究」が開始された。さ
らに 2006 年度に開始された（独）
新エネルギー・産業技術総合開発
機構の「ナノ粒子特性評価手法の
研究開発」の予算は 5 年間で約 20
億円であり、この分野においては
世界最大級と言ってよい。これは
（独）産業技術総合研究所を中心と
する独法と大学の連携体制で行わ
れている。主な目標は 2011 年度
までにカーボンナノチューブ、フ
ラーレン、二酸化チタンのリスク
評価書を作成することである。
　また、第 3 期科学技術基本計画
の分野別推進戦略の中の「安全・
安心に資する取組と責任ある研究
開発推進」には、「各府省が個別に
施策を推進するのではなく、府省
が連携・協働して取り組むべきで
ある」と記述されている。この方
針に沿うべく、2007 年度には科
学技術連携施策群「ナノテクノロ
ジーの研究開発推進と社会受容に
関する基盤開発」が開始された。
さらにその効果的・効率的な推進
のために、ナノテクノロジーの研
究開発推進の共通基盤となるデー
タベース指標の構築に向けた調査
研究として、科学技術振興調整費
「社会受容に向けたナノ材料開発
支援知識基盤」が採択された 18)。
３‐４
国際協力
　 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 社 会 受
容 に 関 す る 国 際 協 力 の 重 要 性
は、ナノテクノロジー研究開発
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ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み
進されている。
プロジェクト 1：安全性研究に関
するデータベース構築
プロジェクト 2：工業ナノマテリ
アルの研究戦略
プロジェクト 3：代表的ナノマテ
リアルの安全性試験
プロジェクト 4：工業ナノマテリ
アルとテストガイドライン
プロジェクト 5：自主プログラム
と規制制度に関する協力
プロジェクト 6：リスク評価に関
する協力
プロジェクト 7：ナノ毒性学に関
する代替試験
プロジェクト 8：曝露測定と低減
に関する協力
　またナノマテリアルの健康・環
境影響は国際標準の対象にもなっ
ている。2005 年 1 月には ISO に
ナノテクノロジー国際標準化に
関する委員会の設置が決議され、
ISO TC-22 が発足した。ここに
は、3 つのワーキンググループ、
推 進 を 国 家 政 策 課 題 と し て 掲
げる国すべてが認めている。初
めての国際対話は「責任あるナ
ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 研 究 開 発 に
関 す る 国 際 対 話 (International 
D i a l o g u e  o n  R e s p o n s i b l e 
Research and Development of 
Nanotechnology)」6) であり、世
界 25 カ国および EC の科学技術
政策関係者が集まった。第 2 回会
議は日本がホストとなり、2006
年 6 月、東京において開催された。
　この第 1 回会議において、ナノ
マテリアルのリスク評価管理に関
する国際合意形成の場を OECD
に持つことが米国から提案され
た。OECD の化学品委員会は化
学物質管理に関する審議の場とし
て 30 年来の歴史を有する。ナノ
マテリアルの健康・環境影響に
関しても、2006 年 7 月に工業ナ
ノマテリアル作業部会 (Working 
P a r t y  o n  M a n u f a c t u r e d 
Nanomaterials: WPMN) が設立さ
れ、次の 8 つのプロジェクトが推
WG1：用語・命名法、WG2：計測・
キャラクタリゼーション、WG3：
健康・環境安全性評価法、が設立
された。概してISOは個々の製品・
技術を規格化することに重きをお
いており、一方、OECD はそれ
らを組み合わせた評価システム全
体の構築に重きをおいていると言
える。
　なお ISO に対応する日米の動
きの概要は次のとおりである。米
国では、2004 年  月に米国材料
試験協会 (American Standard for
Testing Materials: ASTM) の中
に E56 ナノテクノロジー委員会
が設立され、その下部委員会の一
つが環境・労働安全衛生を対象と
する。日本においても、これらの
動きに対応し、2004 年 11 月に
日本規格協会の中にナノテクノロ
ジーの標準化に関する調査委員会
が設置され、その後、経済産業省
内の日本工業標準調査会ナノテク
ノロジー標準化国内審議委員会
（2005 年  月）に発展した。
4  日本で今後、至急に行うべきこと●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　ナノテクノロジーの社会受容に
関する日本の取り組みは、欧米と
比べて開始こそ 3 ～ 4 年遅れを
とったものの、現在では、ナノマ
テリアルリスク評価研究プロジェ
クトへの公的資金の投入額は年間
５億円を超えており、内容的にも
欧米の専門家から注目されてい
る。しかしその反面、2006 年度
の科学技術振興調整費プロジェ
クトの終了以来、産学官および
NGO の間のコミュニケーション
が核を失い、分散しつつあるよう
に思われる。コミュニケーション
に関しては、欧米との格差は以前
より拡大しているかもしれない。
このような状況を改善すべく、次
のような提案をしたい。
（1）ナノテクノロジーの社会受
容に関する諸活動を持続的
に支援する拠点を確立する
こと。
　このような拠点に求められる機
能は次のとおりである。
　①会議の企画・運営
　・研究開発、リスク評価の専門
家をはじめとする、多様なス
テークホルダーの召集
　・利益とリスクのバランスに配
慮した議事の進行
　・会議報告の作成および発信
　②情報プラットフォームの構築
および維持管理　
　・ポータルサイト機能の確立 
（主要サイトへのリンク、相
互情報発信、ウェブ会議など）
　・海外機関との連携
　・不適切な情報への対処（リス
ク不安への対応）
　③動向調査
　・主要機関のウォッチング
　・ナノマテリアルリスク評価研
究の多角的、定量的調査（デー
タ集積による俯瞰的解析）
　④新たな課題の抽出および実行
計画の作成
　・ナノマテリアルの環境影響に
関する課題への対応
　・図表２の第 2 世代以降のナノ
テクノロジーに対応する課題
への対応
　・倫理・法・社会関連の課題へ
の対応
　このような拠点の運営に必要な
人材はすでに国内に存在してお
り、資金的にも現在分散して費や
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されている公的資金および民間資
金を足し合わせれば拠点を形成し
うるレベルと考える。府省連携お
よび産学官連携のもと、このよう
な拠点を確立し、効率的に運用す
ることを期待する。
（2）多様な国際討論に包括的戦
略を持って臨むこと。
　前述のとおり国際合意形成は、
最終的には OECD、ISO などの国
際機関においてなされ、日本は現
在も責任ある位置を占めている。
国際合意形成には、その下地作り
とも言える国際討論の場がいくつ
かある。例えば「責任あるナノテ
クノロジー研究開発に関する国
際対話」はその先駆的役割を果た
し、政策担当者が最も多く集まっ
て国際協力の枠組みに関する議論
が 行 わ れ て き た。ICON、IRGC
などにも世界中からナノテクノロ
ジー、リスク評価管理、テクノロ
ジー・アセスメントの専門家が集
まってくる。これらは政治的には
非公式かもしれないが、実際には
OECD、ISO などのキーパーソン
が集まり、それらと同レベルの議
論が行われている。日本の産学官
の関係者もそれは承知している
が、米欧ほど積極的には関与して
いない。これに対して、台湾、韓
国、中国は実質的に政府主導で積
極的に関与し始めており、彼らは
これらの会議のホストになる意欲
も見せている。
　ナノテクノロジーの社会受容は
国際協力しやすい課題であるが、
それでも規制などが絡めば、競争
的側面も有するようになるだろ
う。研究開発同様に、国際ルール
作りにおいても、日本が主導的立
場を取れるよう、包括的国際戦略
を構築し、国際的ネットワークを
駆使して、国際討論に臨むべきと
考える。
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学生時代は航空学専攻だったが、鉄鋼メーカーに
入社し、耐熱・耐食材料の開発に従事した。セラ
ミックス、高合金から低合金鋼まで扱い、鉄道橋、
ゴミ焼却炉、原油タンカーにも潜り込んだ。今は
NIMS で国際連携業務の傍ら、ナノテク社会受容に
も首をつっこむ。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1 月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
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　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1 回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
　　重要科学技術分野・領域の
　　動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
　　技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5 年ごとに実施して
います。2005 年には２年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
科学技術動向研究センターとは
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「科学技術動向･月報一覧」でご覧いただけます。
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・
科学技術政策研究所は、平成 20 年１月より
千代田区霞ヶ関の中央合同庁舎第 7号館へ移転しました。
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
０３ ３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
 U R L http:/ www.nistep.go.jp
- i l stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
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地球温暖化問題に対する
サスティナビリティサイエンスの研究動向
－ IPCC 第四次評価報告書に対する
　日本の貢献度から見た課題－  ‥‥‥‥‥‥
ナノテクノロジーの社会受容に関する
取り組みの現状および課題  ‥‥‥‥‥‥
ライフサイエンス分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　社会的な支えと脳卒中の死亡リスクとの関連
情報通信分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　広島大学発の回路シミュレーション用モデルが国際標準に
　サルの脳情報を日米間で双方向伝送しロボット歩行として再現
ナノテク・材料分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　新系統の高温超伝導物質の発見
　クラックの自己治癒機能を有するコンクリート材料の開発
フロンティア分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　米国探査機、約 33 年ぶりに水星観測を再開
その他の分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　大学・研究機関向けに機微技術管理ガイダンスを作成
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